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本レポートに掲載されている「エコクリスタ、ピューリック」は、オルガノ株式会社の登録商標または商標です。

社名の由来
当社の基幹材でありますイオン交換樹脂は、天然産の無機ゼオライトに対して、有機ゼオライト（オルガニックゼオライト）、
略名［オルガノライト］と呼ばれており、これが当社の社名の由来です。

読者の皆さまへ

　オルガノグループは、私たちにとって大切なステークホルダーの皆さまと積極的な対話を促進するために 

オルガノグループレポートを2020年より毎年発行しています。このレポートでは、長期経営計画であるORGANO 

2030を実現するための事業環境・経営戦略を支える財務情報、そして成長を支える基盤としての「環境・社会・

ガバナンス（ESG）」といった非財務情報を掲載しています。
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環境：TCFD提言に基づく情報開示
気候変動は当社グループの事業活動に
影響を及ぼす重要課題の一つです。
TCFDの気候関連開示フレームワーク
に沿って情報を開示します。

トップメッセージ
業績が好調な今こそさらなる成長を 
目指し、近い将来を見据えた準備を整え、
当社グループが新たなステージに移行 
するために変わっていくべき大切な時期
だと考えています。
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目 次

●  人的資本の強化と生産性の向上に注力し新たなステージを目指す当社社長のメッセージ
●  当社の価値創造プロセスを軸に、価値創造の源泉となる経営資本を開示し、経営戦略の実行力を訴求
●  サステナビリティについては、人的資本戦略、TCFD提言に基づく情報の充実

　本レポートを通じて、当社が技術で社会課題を解決し持続可能な社会の実現に貢献する企業であることを 

ご理解いただけますと幸いです。当社は引き続き、ステークホルダーの皆さまへの適時・的確な情報開示と 

積極的な対話を通して、さらなる企業価値向上につなげてまいります。

［ 参考にしたガイドライン ］
IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」
経済産業省「価値協創ガイダンス」
環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」
ISO26000:2010 社会的責任に関する手引き

［ 将来の見通しに関する注意事項 ］
本レポートの将来の見通しについての記述は、現時点で入手可能な情報に基づき合
理的と判断したもので、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績は、さまざまな
要因の変化により大きく異なることがあることをご承知おきください。

株主・投資家向け情報 サステナビリティ情報

報告書

WEB

対話

オルガノグループレポート

有価証券報告書

株主通信コーポレート・ガバナンス報告書

ＩＲサイト サステナビリティサイト

株主総会決算説明会

個別ミーティング

情報開示体系（コミュニケーションの全体像）

サステナビリティ
https://www.organo.co.jp/sustainability/

IR情報
https://www.organo.co.jp/ir/#ir

イントロダクション

人材戦略
国内事業、海外事業のさらなる展開を 
図るためにも、多様な人材の採用、育成
体制の強化が重要であり、従業員の 
エンゲージメント向上を図りパフォーマン
スの最大化を目指します。

読んでいただきたいポイント
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サステナビリティ方針
わたしたちオルガノは、ステークホルダーとともに、

未来に向けて持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指します

長期経営ビジョン
付加価値の高い分離精製・分析・製造技術を

基に事業領域と展開地域を拡大し、
産業と社会の価値創造と課題解決を

推進する製品・サービスを絶えず提供します

昨日までのやり方を、明日に向けて、
今日変える人をつくり、

一人ひとりが働きがいと活力に満ちた
企業を構築します

※ “水で培った最適化技術”には、水処理に関わる分離精製、分析技術やエンジニアリングにおける技術の追求と、 
その組み合わせによって社会のニーズに合致した最適なシステムやサービスを提供するという意味が込められています。

E
水で培った最適化技術※で、

水環境保全や
温暖化防止に貢献する

環境配慮型製品・
サービスを提供します

S
人権および多様な

価値観・個性を尊重し、
従業員一人ひとりが成長し 

活躍する職場づくりを
推進します

G
すべての

ステークホルダーとの
対話と連携を重視し、

誠実かつ公正な企業活動を
遂行します

経営理念
オルガノは水で培った先端技術を駆使して

未来をつくる産業と社会基盤の
発展に貢献するパートナー企業として

あり続けます
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 トップメッセージ

人的資本の強化と
業務改革による
生産性の向上に注力し
新たなステージを目指します。

オルガノ株式会社
代表取締役社長
社長執行役員

　オルガノグループは、水や環境に関わるさまざまな 

課題に取り組み、先端技術を活かして産業と社会基盤の

発展に貢献してまいりました。当社グループの業績は 

安定的に向上し続けており、収益を増加させています。 

今後も電子産業分野を中心に良好な需要動向を想定し

ていますが、業績が好調な今こそさらなる成長を目指し、

10年、20年先を見据えた準備を整えておかねばなりま 

せん。当社グループは、新たなステージに移行するために

変わっていくべき大切な時期に来ていると考えています。

業務の効率化、人的資本の強化、ITインフラの強化、 

働きやすい職場環境の整備、新たなソリューション事業の

創出、新たな展開地域での事業推進など、中期経営計画

（2024～2026年度）では当社グループが成長していく 

ために必要な投資および施策を積極的に実施してまいり 

ます。また、取り組みを強化しつつあるサステナビリティ 

活動は、水に関わる当社グループの事業と親和性の高い

活動であり、お客様や社会にグループとしてどのような 

貢献や価値の提供ができるのかという観点で、引き続き

積極的に活動を進めてまいります。さらに、複雑化する 

世界情勢は、地政学的リスクやサプライチェーンの混乱 

など事業環境にさまざまな影響を与えていくことが想定 

されます。リスクに備えると同時に、必要なリスクテイクを 

しながら、当社グループが社会に貢献する企業として 

さらに成長していくために、グループ一丸となって課題に 

取り組み、事業機会に挑戦してまいります。

　本報告書では、当社グループが長期的に目指す姿や、 

どのように価値を生み出すかについて情報を拡充しました。

サステナビリティについては、人的資本に関する戦略、

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に 

基づく情報を充実させています。本レポートを通じて 

ステークホルダーの皆様の当社グループへのご理解が 

深まれば幸いです。

今年のグループレポートでお伝えしたいこと

ニアリング業務の効率化による生産性の向上を図って 

いきます。事業ポートフォリオの強化については、新たな 

ソリューション事業創出の取り組みとグローバル展開の 

強化を進めます。

　要員強化においては、新卒や経験者の採用強化に 

加えて、海外人材の積極的な登用も必要です。すでに 

ベトナムではグローバルエンジニアリングセンターを立ち上げ

て人員を育成しながら強化しています。また、パートナー 

企業との協力関係もより深めていきます。エンジニアリング

業務の効率化においては、ＩＴインフラの整備によるデータ

活用の推進に加え、業務体制の効率化が大きなウエイトを

占めます。その施策の一つとして「技術伝承AI」を提供 

する株式会社LIGHTzとの戦略的な資本業務提携を

2024年6月に開始しました。この業務提携を通じて 

エンジニアリング業務体制の変革と、優れたプラント 

エンジニアリング技術の継承を進めてまいります。

　2023年度の業績は、受注高は前期比16.7％減少の

1,444億円となったものの、国内外における半導体 

製造向け水処理設備の好調な需要環境が継続したこと

が主要因となって、売上高は1,503億円、営業利益は

225億円と過去最高の収益となりました。当社グループは

長期経営計画ORGANO 2030に基づいて、毎年3ヵ年の

中期経営計画をローリングして策定しており、中期経営計画

（2024～2026年度）では2026年度に売上高1,750億円、

営業利益260億円の達成を目標としています。世界の 

半導体市場は、2030年までに1兆米ドルに達すると予測

され、経済安全保障の観点からも半導体の製造地域は 

グローバルに拡大することが見込まれています。

　当社グループは中期経営計画目標達成とその先の 

さらなる成長に向けて、水処理プラント納入能力の向上と 

事業ポートフォリオ強化の取り組みを進めています。水処理

プラント納入能力の向上については、要員強化とエンジ 

2023年度の振り返り、中期経営計画（2024～2026年度）に向けて

オルガノグループの目指す姿
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トップメッセージ

　当社グループの展開する事業そのものが社会のサステナ

ビリティ実現に深く関わりを持っています。当社グループの

サステナビリティに対する取り組みの基本にあるのは、当社

グループが有する高度な技術を通じて、水質改善などを 

中心とした環境保全や温暖化防止に貢献していくことです。

なかでも、当社グループの超純水製造技術であるイオン 

交換樹脂での精製法は、蒸留法を利用した加熱タイプと

異なり、CO2削減へ大幅な貢献ができます。これらの水の

浄化や再利用、排水からの有価物回収といった環境配慮

型の製品・サービスを中心に研究開発に注力しています。

　環境面ではTCFD対応として、Scope1、2およびScope3

の削減に取り組んでいます。当社グループは大型設備の

納入もあるため、Scope3の排出量の可視化と削減は 

ハードルが高いこともあり、どのような指標で管理していくか

が今後の課題です。

　リスク管理の面では、リスクマネジメント委員会を設置して

グループのリスクをリストアップし、4象限マトリクスを用いて

オペレーショナルリスク、投資リスク、エマージングリスク、 

事業戦略遂行リスクに分類し、各項目での影響度と顕在化

可能性/不確実性を評価した上で対策を進めています。 

また、大地震など大規模災害時における被害の最小化と

事業継続を図るため事業継続計画（BCP）を策定すると 

ともに、緊急事態への備えや教育・訓練の実施によりBCP

の実効性の向上に取り組んでいます。

サステナビリティ経営の実践

　また、社会のサステナビリティ実現に向け、課題解決型

のソリューションの提供などの取り組みも積極的に行って

まいります。

　これからも当社グループは一丸となって、ステーク 

ホルダーの皆様から期待される企業になるべく努力して 

まいります。引き続きオルガノグループへのご理解と温かい

ご支援をお願いいたします。

　当社グループは好調な業績が続いていますが、この 

状況に甘んじることなく、2030年、2040年、さらにその 

先へ向けてさらに大きく飛躍できるように、事業基盤である

人的資本の強化や業務効率化への投資を行うとともに、

事業成長の方向性を確認し、人的資本や研究開発、 

デジタルなどの成長投資や新しい事業への挑戦、持続的

な成長に向けてオーガニック/インオーガニックな成長戦略の

策定などを積極的に行ってまいります。

ステークホルダーの皆様へ

　当社グループの国内事業、海外事業のさらなる展開を

図るためにも、多様な人材の採用、育成体制の強化が 

非常に重要だと考えています。人材の多様性については、

女性管理職比率の向上、海外事業における現地人材の

人材戦略について

　変化が激しく未来予測が困難な時代には、グループ 

全体で考え方と目指す方向を共有することが重要です。

私たちは2020年に「経営理念」を振り返り、2030年の 

当社グループの「ありたい姿」を定めた長期経営計画

ORGANO 2030を策定いたしました。ORGANO 2030

では2030年度までに売上高2,000億円以上、売上高

営業利益率15％以上、自己資本当期純利益率（ROE）

12％以上を安定的に計上できる収益構造の構築を目標

として掲げ、そこからバックキャストして中期経営計画を

ローリングしながら毎年定めております。2023年度の 

実績は営業利益率15％、ROE18％と目標を達成いたし

ましたが、さらにエンジニアリングの業務効率の改善等、

計画している施策を着実に実行することで売上高2,000

億円も達成可能な数字になると考えています。今後は

2030年のさらに先を見据えて、リスクを想定し、備えると

同時に、必要なリスクテイクをしながら、さらなる投資 

および施策を積極的に実施し、より強い企業となることを

目指してまいります。

　ORGANO 2030では、さらなる長期的な成長に向けて、

M&Aなどのインオーガニックな事業拡大策も取り入れ 

ながら既存事業の強化、新たな分野への展開を図って 

いきます。新しい事業の種の探索については、若手社員

を中心にいくつかのプロジェクトが進行中です。新しい 

ことに取り組む意欲を後押しし、応援していきたいと考えて

います。

　海外の事業展開では、米国での安定的な事業体制の

確立、事業ポートフォリオの構築を最優先事項と位置付け

ています。また中国、台湾、東南アジア地域についても、 

米中摩擦等の地政学的リスクも考慮しながら、当社の 

プレゼンスを強化していきます。さらにインドや欧州など、 

新たな展開地域での海外事業の推進による地理的な

ポートフォリオのさらなる強化も検討してまいります。

長期経営計画　ORGANO 2030実現に向けて

より積極的な登用に取り組んでいきます。育成体制の 

強化では、人材教育投資の強化、エンジニアリング業務

に関する最新の研修設備の導入を計画しています。また、

従来から力を入れてきた働きやすい職場環境の整備や 

従業員のモチベーション、エンゲージメントの向上施策に

引き続き取り組んでいきます。

　当社グループでは社員間の対話を大事にしており、 

自由闊達に意見を言い合える社風が大切であると考えて 

います。私自身も昨年、50人前後のマネージャー職と10回

に分けてフリーディスカッションを実施し、会社の将来や 

オルガノグループの目指す姿

現在の状況について意見交換を行いましたが、各人から

責任者としての想いや熱意を受け取り刺激になりました。

ここ数年は業績が良くなってきたこともあり、社員が以前 

より自信を付けてきたと感じます。先のディスカッションでは

次に向かって新しいことができるという熱い想いを感じる

一方で、多忙な状況下で新たな挑戦をすることには大変さ

を感じるとの指摘もありました。新中期経営計画（2024

～2026年度）では要員強化、育成強化を図っていくと 

ともに、全社一丸となって業務の効率化、生産性の向上

に取り組んでいきます。

　新たなソリューション事業の創出については、現在の 

事業展開から市場、技術において枝葉を伸ばして事業の

幅を広げていくことが必要と考えています。現状に甘んじて

事業ポートフォリオの強化を怠れば企業の成長は止まって

しまうと認識しています。熱を使用しない有機溶媒の 

精製など、当社グループが長年培ってきた技術を活かし、

環境にも貢献できるような新たな製品・サービスを開発して

いきたいと考えています。また、当社グループの大きな強み

の一つとして、広い顧客基盤があります。電子産業分野を

はじめとして電力・上下水などのインフラ分野、医薬・化学・

食品などの一般産業分野、研究機関やコンビニなど 

さまざまな産業分野のお客様に新たな価値を提供する 

ことで、さらなる成長を図っていきたいと考えています。その

一端として、排水の再利用や、有価物の回収など水処理

技術を活かしたサービス、データ活用による遠隔監視 

システムなど省力化につながるソリューションサービスの 

開発に取り組んでいます。

　グローバル展開の強化については、当社グループの 

海外売上高の約７割を占めている中国と台湾に加えて、

近年、電子産業分野で活発な投資が行われているマレー

シアにおいても積極的な展開を図っています。また、中期

経営計画（2024～2026年度）では、2021年に進出した

米国における事業体制の確立と、同国での事業ポート 

フォリオ構築の準備を進めてまいります。
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オルガノグループの目指す姿

2024年
業務の効率化と

新たなビジネス創出

経営理念、長期経営ビジョンをどう実現するか、また未来の社会環境において当社グループが 
どうありたいかを議論してまいりました。この議論に基づき2020年度に策定した長期経営計画
ORGANO 2030を中期経営計画や単年度の計画に落とし込み、具体的なアクションを進めてい
ます。

●  米国での事業拡大
●  薬品など機能商品の海外展開拡大
●  新たなソリューションサービスの 

拡充・展開

●  エンジニアリング業務の効率化・ 
キャパシティ拡大

●  新たな水処理・分離精製技術・ 
ソリューションサービスなどの 
開発強化

●  各国・地域での事業体制拡充

2030年度 業績イメージ
売上高 2,000億円
営業利益 300億円
営業利益率 15％
ＲＯＥ 安定的に12％以上

●  先端半導体分野 
トップ企業のパートナーへ

●  差別化された特定分野 
水処理薬品／機能材料の
ファーストチョイス企業へ

●  サステナビリティ目標の達成

サステナビリティ目標（2030年度）

Water

CO2

Sludge

累計 25,000万㎥

当社が納入する装置が浄化処理し、
外部に放流される排水量

当社が納入する装置が浄化処理し、
回収されリサイクルされる水量

累計 　6,000万㎥

累計　32,000 t-CO2

Scope1・2 CO₂排出量削減率
 （Scope3削減目標はP66参照）

当社の技術・製品の適用による
CO₂削減量

42% 削減

累計　10,000 t当社の技術・製品の適用による
汚泥削減量
＊汚泥：排水処理の過程で発生する廃棄物

長期経営計画
ORGANO 2030

2025年

2028年

2026年

2029年

2027年
新たなビジネス・
展開地域の拡大

2030年
グローバルでの

パートナー企業へ
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オルガノグループの事業
オルガノは超純水・純水・水道水・産業排水・下水と幅広い水処理技術を有し、その技術を非水分野にも応用しながら、多種多様なお客様に対してグローバルに事業を展開しています。また、製品開発、設計、施工、販売、

納入後のメンテナンスや運転管理まで自社で一貫して対応が可能な体制を整えています。

■日本　
■台湾　
■中国　
■東南アジア・
　北米など

（単位：億円）

965

199

185

152

海外売上高比率
35.8%

地域別売上高

（単位：億円）

水処理
エンジニアリング事業

1,279

機能商品事業
223

事業別売上高

水処理エンジニアリング事業
　各種の生産工場や発電所、上下水道

設備などで利用される水処理設備を提供

しています。世界トップレベルの純度を 

誇る超純水の供給から、水のリサイクル

設備や有害な排水を無害化する各種の

排水処理設備など、総合水処理エンジニア

リング会社として事業を展開しています。 プラント事業 ソリューション事業

オルガノグループの価値創造

機能商品事業
　各種の生産工場や商業施設、医療・研究機関などに水処理薬品、

標準型水処理機器・フィルタ、食品加工材などの機能商品を提供し

ています。主に国内向けにビジネス

を展開してきましたが、医療機関向

けの小型純水装置や電子産業向

けの水処理薬品など、海外への事

業展開強化にも取り組んでいます。

製造用水・排水処理
医薬・化粧品

洗浄用水・排水処理
クローズドシステム

電子産業

発電タービン用水
各種排水処理

火力・原子力発電所

冷却水処理薬剤等
ビル・商業施設

分析用純水・
超純水装置

医療・研究機関

水族館・水産施設、
研究施設など

その他

コーヒーマシーン・
自販機用フィルタ

コンビニ・レストラン

下水処理設備
下水処理場

洗浄／ボイラ
用水・排水処理

化学・機械

製造用水・排水処理
食品・飲料

上水供給設備
浄水場

製薬用水の
安定供給による

医薬品への
貢献

血液分析などの
信頼性確保に

貢献

省エネ機器による
エネルギー効率の

改善

超純水を
使用した

半導体製造に
貢献

適正な
排水処理への

貢献

暮らしを支えるオルガノの水処理技術

標準型水処理機器・フィルタ水処理薬品 食品
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2010 20202000199019801970196019501940
※グラフは売上高の推移を表しています。

　創業者の丸山正武は陸軍時代に飲料水供給用技術
としてイオン交換樹脂について研究。戦後、極度の 
エネルギー源不足に陥る中で、燃料や電気が不要な 
イオン交換樹脂による蒸留水製造装置を開発。また、 
その性能を証明することも必要と考え水質計器の開発
を進めました。今の最先端半導体工場向け超純水装置
開発と分析技術開発に通じる原点がここにあります。

創業の精神（創業の原点）

75年以上にわたり培ってきた技術力

1986年
総合研究所開設［戸田］

1984年
医薬品
製造分野に展開

2005年
包括ソリューションサービス
本格化

2003年
海外展開ソリューション
サービス強化

2005年
開発センター
設立［相模原］

1991年
半導体向けの
納入が拡大

2014年
水熱利用システムによる
省エネソリューション
サービス開始

2018年
新経営理念
長期経営ビジョンを
制定

2022年
サステナビリティ方針
を策定

戦後の日本経済復興に伴うボイラ用水や
純水需要が増大、また製薬・製糖・化学・繊維

など各種産業からの顧客製品の精製要請

社会ニーズ・課題
1946~

イオン交換樹脂を用いて顧客の製品ごとに、
糖液精製装置や抗生物質抽出精製装置など

を開発

日本の高度経済成長に伴う電力需要の増大、
一方で水質汚濁防止法の成立など

公害防止意識が高まる

国内初の沸騰水型原子力発電所向け水処理装置に挑戦し
納入、また石油精製や食品工場など産業ごとに異なる

排水特性に合わせた排水処理装置の納入実績を重ねる

社会ニーズ・課題
1960~

エネルギー多消費型から省エネルギー型へ
産業構造が転換、半導体市場が急成長、

日本の製造業が海外での製造を展開

半導体工場への超純水装置を多数納入、
海外現地法人を設立し顧客の

海外工場運営をサポート

社会ニーズ・課題
1980~

ライフサイクルコストや
サステナビリティに対するニーズの

拡大

運転管理までを含めた包括的な
ソリューションサービスの展開、

水リサイクル、水以外の精製領域にも進出

社会ニーズ・課題
2000~

1966年
発電所向けの
大型水処理プラント納入

1959年
食品事業を
開始

1953年
糖特殊液
精製分野に展開

1954年
水処理薬品
事業を開始

1957年
国内初の
電子産業向け超純水装置を納入

1959年
上下水道
分野に展開

1946年
小型純水装置

（無熱蒸溜水
製造装置）を開発

創業

1951年
国内初の
大型純水装置を
納入

オルガノグループの価値創造

1986年
オルガノ（マレーシア）

（現オルガノ（アジア））設立

1989年
オルガノ（タイランド）設立

2021年
オルガノ（USA）設立

2015年
合併会社 ムルガッパ・オルガノ・
ウォーター・ソリューションズ設立

［インド］2021年合併解消
2005年
オルガノ・テクノロジー
有限公司設立［台湾］

2003年
オルガノ（蘇州）水処理
有限公司設立

2013年
合弁会社 PTラウタン・オルガノ・ 
ウォーター設立［インドネシア］

2010年
オルガノ（ベトナム）設立

オルガノグループの歩み
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コーポレートガバナンス

水で培った先端技術を駆使して、
産業と社会基盤の発展に貢献

顧客、社会への価値

社会課題

価値創造のプロセス

オルガノグループの価値創造

水処理エンジニアリング事業をコアとしながら、オルガノの役割をさらに広げ、分離精製・分析・製造技術を強みとし、

水以外にも事業領域と展開地域を拡大し、産業と社会の価値創造と課題解決を推進する製品・サービスを絶えず提供します。

提供する価値事業活動 製品・サービス

機能商品事業水処理
エンジニアリング事業

詳細はP27,28

詳細はP23,24

2024−2026年度 中期経営計画

強み

詳細はP17～20

1高度な分離精製技術と分析技術

2 水処理の総合エンジニアリング

3  産業・生活への幅広い実績

経営資源
詳細はP25,26

オルガノの核となる
技術・研究開発

知的資本

専門知識を持った
多様な人材

人的資本

水処理装置などを
安定供給

製造資本

事業を支える
安定基盤

財務資本

国内外の
幅広いネットワーク

社会関係資本

持続可能な
地球環境への貢献

自然資本

5   サプライチェーン 
マネジメントの強化

4   多様な人材が活躍し 
働きがいのある 
職場づくり

3   ガバナンス強化と 
コンプライアンスの徹底

1   持続可能な 
地球環境への貢献

2   技術力を活かした 
高付加価値製品・ 
サービスの提供

マテリアリティ

事業基盤の構築継続的な事業成長の実現

経営資源への再投資

気候変動対応

先進国人口減

テクノロジーの進展

グローバル化の深化

新興国の
人口増／都市化

先進医療技術の
深化

新興国の
医療体制の整備

安全・快適な社会の実現
情報通信技術の基盤（半導体）産業の発展による

地球環境への貢献

環境負荷低減、水の利用率向上、
エネルギー使用量削減、廃棄物削減、省力化／延命化による

人々の健康への貢献
医薬品製造品質維持による

水処理薬品・サービス
 省エネソリューションサービス
排水処理システム

製薬用水製造供給システム

純水・超純水製造装置

継続的な成長による
株主還元の拡大

株主への価値

一人ひとりが
働きがいと活力に
満ちた企業を構築

従業員への価値

詳細はP50～52
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　創業以来、イオン交換樹脂というイオン成分の交換ができるユニークな素材とこれを効果的に利用する装置について、

多種多様な顧客のニーズに応える形で技術開発を重ねてきました。その積み重ねが独自の応用技術の開発にも 

つながり、オルガノの強みが培われてきました。

　当社開発センターでは各種の高度な分析によって装置の性能や水質を

確認するために最新鋭の分析機器を使っていますが、最先端の半導体 

製造に使われる超純水中の不純物は、これら分析機器の検出限界を 

下回るレベルにあります。そのため、当社では分析技術の開発も継続的に

行う中、独自開発した膜を利用して世界で初めて10nm（１億分の１メートル）

サイズの微粒子を計測することに成功しました（右写真）。新規開発した膜、

ろ過技術と連続自動観察技術を用いることで10nm微粒子の分析を実現し、

半導体製品の品質・歩留まり（良品化率）の向上に貢献しています。

分析技術開発

オフサイト型蒸留方式オンサイト型オルガノ方式

（t-CO2/t-処理量）Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量﹇
ｔ‐

Ｃ
Ｏ₂
／
ｔ‐

Ｎ
Ｍ
Ｐ
精
製
量
﹈

総削減効果

約75%

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

処理水

フッ酸排水

蛍石
（CaF₂）

フッ酸製造工場

半導体工場

エコクリスタ
（フッ素回収装置）

高純度フッ酸

回収フッ素
（CaF₂）

高度な分離精製技術と分析技術1
　分離精製技術は、超純水から排水、各種の溶剤や薬液などさまざまな対象に適用されますが、「不要な成分を分離して除く」ことと

「有用成分を高純度化する」ことがその要です。

　1953年から水以外の分離精製分野に進出。砂糖の精製や

脱色、焼酎からの悪酔い成分除去、また現在は、電気自動車 

などで用いられるリチウムイオン二次電池の正極材製造時に 

大量に用いられるNMP（N-メチルピロリドン）の回収装置を 

実証試験中。従来はエネルギーを多用する蒸留法が主流 

でしたが、当社の膜分離法ではコストが従来比1/7に、また 

ライフサイクルCO 2排出量も約75%削減でき、省資源・ 

省エネルギーに貢献します。

特定成分の純度を上げる技術により、排水中からの有価物回収などに活

用されています。（上記は排水中のフッ化カルシウム回収事例）

半導体製造用の超純水に含まれる不純物濃度は

1ppt（1兆分の1）以下。オリンピック競泳50mプール

（2,500m3）の超純水に、僅か耳かき1さじ（2.5㎎）

分です。

「有用成分を高純度化する」「不要な成分を分離して除く」

不純物濃度　1ppt以下

分離精製技術とは

水以外の分離精製（非水分離精製）

３つの強み

ライフサイクルCO2排出量

オルガノグループの価値創造

有価物回収水処理薬品

分離精製技術の社会への貢献

低温水からの
熱回収有効利用

省エネ促進

水質向上
処理効率向上

省力化
延命化

フッ素
レアメタル回収

再資源化

= 製品、技術 = 社会課題への寄与 （暮らしや産業への貢献）

分離精製

医薬品
製造

品質維持

基盤
産業発展
試験・研究

付加価値向上

発電インフラ
安定稼働

水インフラ
維持/高度化

半導体
微細化

機能/歩留まり
向上

焼酎から
悪酔い

原因物質
を除去

砂糖
（白色化）
希少糖製造

厨房、自販機
コーヒーサーバー

高品質化

滅菌用純水
設備

小型
軟水浄水

技術

甘味料
製造技術

飲用酒
不要成分

除去

超純水
製造技術

上下水道
処理

発電所
用排水
設備

中小型
汎用純水

装置

水熱（エネルギー）回収
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水処理の総合エンジニアリング 産業・生活への幅広い実績2 3
３つの強み

　これまで培ってきた水処理をはじめとした分離精製に関わる幅広い技術を、顧客ニーズに寄り添い、 

これからも進化させていきます。

　多岐にわたる納入実績から築き上げられた顧客基盤の広さは、未来の顧客ニーズに応える当社の 

貴重な財産の一つです。

　75年以上にわたる分離精製とこれに関連する技術を開発・装置化し、その運転やメンテナンスの中で生じるトラブルへの対応など 

一つひとつの経験を元に、顧客ニーズに的確に応えるノウハウを積み重ねてきたことが、当社グループの顧客サポート力の源泉と 

なっています。

ノウハウとサポート力

　各フェーズで得られる顧客ニーズや新たな気付きを社内で相互に共有し、技術とサービスの向上を図っています。

一貫体制

納入

営業・
計画

改造
提案

定期
点検

現場
施工

消耗品
交換

運転
管理

設計・
購買

一貫してお客様に対応

開発

分析

容量　オルガノグループでは、研究機関などで求められる1滴単位の 

超純水製造装置から、大規模半導体製造工場の洗浄用途で 

必要となる1時間で1,000 t規模（50mプール1杯分以上）を 

供給する超純水製造装置まで、幅広い処理容量に対応しています。

同じ超純水の製造であっても、その規模により異なる装置技術が

求められます。また、原水（処理前の水）は海水や河川水、 

井戸水、工業用水、排水など立地により異なり、顧客の用途も 

さまざまで、それら原水や用途に応じた水処理装置やサービスを

提供しています。

幅広い対応技術

適用分野

発電所、上下水道などの社会 
インフラから各種製造業、試験／
研究所などさまざまな分野に対応

水質

用水>純水>超純水の精製
から排水、回収、リサイクル 
まで対応

1滴から
大規模プラントまで

主な分野 主な装置

電子産業
各種半導体、シリコンウェハー、

パネル、電子部品等

 超純水製造装置、排水処理装置、
排水回収装置、 

有価物回収システム

一般産業
医薬・化粧品、

食品・飲料、機械、化学

超純水製造装置、排水処理装置、
排水回収装置、 

糖液精製装置、焼酎精製装置

電力・
上下水

火力・原子力発電所、
上下水道

純水製造装置、排水処理装置、
復水処理装置、 

上水処理設備、下水処理設備

主な分野 主な装置

水処理薬品
各種製造業・ビル空調・

商業施設

排水処理薬品、冷却水処理剤、
ボイラ水処理剤、 

RO膜処理剤

標準型水処理機器・
フィルタ

医療・研究機関、
コンビニ・レストラン、

電子材料精製

小型純水装置・超純水装置、
浄水フィルタ、イオン交換樹脂、EDI

食品
食品・飲料、

介護・健康食品
食品添加剤・加工材、

食品素材

水処理エンジニアリング事業

機能商品事業

オルガノグループの価値創造
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オルガノグループの

製品・技術が提供する価値
　「風が吹けば桶屋が儲かる」ということわざがあります。

　「風が吹くと土ぼこりがたち、それが目に入って視力を失う人が増える。視力を失った人は三味線で生計を立てようとするので 

三味線の需要が増える。三味線には猫の皮が張られるので猫が減る。猫が減るとねずみが増え、ねずみに齧られる桶が増える。 

よって、桶を売る桶屋が儲かる」という理屈です。

　これは極端な例ですが、私たちが暮らすこの世界では一見関係のないようなことが意外なところでつながっています。

　オルガノの最先端技術で不純物を取り除いた純水が医薬品の製造に使われ、その薬で健康を取り戻す人がいます。法規が 

定める基準を超えて産業排水を浄化する当社の技術により、河川や海の生態系が守られ、その結果、海洋資源を保全することが 

できます。不純物の含有量を極限まで減らした超純水は半導体の製造工程で欠かせませんが、その半導体は銀行ATＭや電車の

運行、インターネットなど、社会インフラの中枢を支えています。また、私たちが提供する空調のエネルギーロスを削減する技術を 

使えば、電力の消費を抑え、CO2の排出を削減することができます。

　オルガノの製品・技術は「取水→利用→放出」の一連の流れの中で産業や人々の日々の暮らしを陰ながら支えています。その 

背景にあるのは、当社の強みである分離精製・分析・製造の高度な技術です。

　地球規模でめぐる大きな水の循環の中に生活や産業で使用する水の小さな循環を構築し、水を再利用・有効利用しながら環境

保全と経済発展の両立に寄与する技術。それこそが私たちが誇りをもって社会に提供する価値です。そして、その価値を追求する 

ことで、半導体や医薬品などの先端技術を支えるとともに、気候変動対策やSDGs（持続可能な開発目標）を実現してまいります。

　オルガノは今までもこれからも、水で培った先端技術を駆使し、未来をつくる産業と社会基盤の発展に貢献するパートナー企業 

としてあり続けます。

オルガノの事業・サービス・取り組みと解決する社会課題 貢献するSDGsと2030年度の目標

製薬用水製造供給システム

医薬品の製造品質の維持

水環境保全技術の啓発活動

水に関する意識の啓発

ゴール12
持続可能な生産消費形態を確保する

ゴール6
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を
確保する

ステークホルダーに水環境保全技術に関する啓発活動を 
行います。

標準型純水・超純水製造装置

情報通信技術の基盤（半導体）産業の発展

ゴール9
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な 
産業化の促進およびイノベーションの推進を図る

当社装置による純水・超純水の供給により、情報通信技術の
インフラである半導体の製造に貢献します。

水処理薬品・サービス

廃棄物削減

ゴール3
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、 
福祉を促進する

当社システムによる製薬用水の安定供給により、顧客の 
安全・高品質な医薬品の安定した供給に貢献します。

ゴール12
持続可能な生産消費形態を確保する

［2030年度目標］
累計汚泥削減量　10,000 t

当社サービスにより顧客の排水設備の汚泥発生量の削減に
貢献します。

エネルギー使用量削減

CO2削減など環境によい
産業プロセスの導入推進

CO2排出量削減

省エネソリューションサービス

ゴール9
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な 
産業化の促進およびイノベーションの推進を図る
ゴール13
気候変動およびその影響を軽減するための緊急対策を講じる

ゴール7
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的 
エネルギーへのアクセスを確保する

［2030年度目標］
累計CO2排出削減量　32,000 t-CO2

当社サービスにより顧客のエネルギー効率の改善と、CO2 

排出量削減に貢献します。

排水処理システム

排水の環境負荷低減

水の利用率向上

ゴール14
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続 
可能な形で利用する

ゴール6
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を
確保する

［2030年度目標］
累計処理水量 6,000万㎥
累計回収再利用水量 25,000万㎥

当社システムにより顧客の産業排水に含まれる物質を各国の
法令、規制の基準値以下に低減し、適正で透明な産業 
排水処理に貢献します。

オルガノグループの価値創造
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研 究 開 発 新しい技術を生み出し事業の幅を広げるP.37

ビジネスモデル プラント・機能商品事業のシナジー強化
水処理プラント装置納入に際しては、性能発揮の要となるさまざまな機能材（イオン交換樹脂、フィルタ類、水処理薬品など）が組み 
込まれ、装置稼働後の交換需要に対応しています。近年はさらなる付加価値向上とSDGsの実現を目指し、装置と機能材の両面での
機能強化を目指しています。マーケティングを起点とした技術・製品開発に取り組み、装置・技術（ハード）と機能材・商品（アプリケーショ
ン）を融合した攻めのシナジー効果を創出していきます。また、水処理エンジニアリングと機能商品の対象市場や顧客が重複するケース
も多く、大型水処理装置からラボラトリー向け小型装置まで、同一顧客への総合的なサポートについても今後さらに強化していきます。

オルガノグループの価値創造

　超純水製造装置や排水処理装置、排水回収装置など大型水処理設備は顧客毎にオーダーメイドで納入、その後の 

メンテナンスや運転管理を含めると20年以上となる長期的な取り引きとなります。一方、機能商品事業は規格化した商品

を販売。共通するのは、お客様がその事業で必要な水質や水量が得られることを当社としてお約束している点です。

顧客・対象市場

電力・上下水

発電所

浄水場

下水処理場

電子産業

半導体

シリコンウェハー

パネル

一般産業

医薬／化粧品

食品／飲料

機械／化学

顧客・対象市場

標準型水処理機器・フィルタ

医療機関／研究機関

各種製造業

電子材料精製

水処理薬品

各種製造業

ビル／商業施設

食品

食品工場／食品加工業

飲料製造業

介護食／健康食品製造業

大型水処理プラントを工場、
発電所、浄水場などに建設する
プラント事業と、プラント納入後の
メンテナンスや改造、
運転管理に関わる
ソリューション事業を展開

水処理に用いられる薬品や
フィルタ、小型水処理装置、
食品添加剤などを販売、
非水系分離精製用機能材も
展開

設備計画 設計・調達 施工・試運転 メンテナンス

水質や立地条件など
考慮し最適な
水処理プラントを
計画・立案

プラント全体、
機械、電気、
運転制御までの
設計と機器調達

据付工事、試運転、
性能確認

納入後の
メンテナンスや
運転管理、
改造提案

納
入

水処理設備の
一件あたり投資規模は
数千万～百億円超

大型設備の施工期間は
12～24ヶ月
売上は工事の進捗率に
応じて計上

当社が設備を保有する
場合は5～10年の
包括的な契約

サプライチェーン

設計・調達・生産 カスタマーサービス

性能や操作性、生産効率、
調達の持続性を考慮し
設計・調達・生産

メンテナンスや
消耗品の交換、
トラブル対応をサポート納

入
注文受領から
納品までは
概ね数か月

カスタマーサービスセンター 
では顧客からの問合せを
ナレッジとして社内でシェア、
対応品質の向上を図る

サプライチェーン

水処理
エンジニアリング

事業

機能商品
事業

商品開発

市場ニーズを元に
商品を開発
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経営資源
資本 特徴 強化に向けた取り組み

知的資本 蓄積してきた分離精製技術、分析技術のたゆまぬ深化と応用
イオン交換樹脂や膜、機能材などの水処理の単一技術から、機械や電気、制御、運転、メンテナンスノウハウを包含する 
水処理装置全体、そして装置処理後の水質を分析する技術の蓄積が、当社の知的資本のコアです。顧客からの「こういう
水質・液質がほしい」に応えるべく研究開発を進め、一方で市場変化や未来視点からの研究テーマ探索を行い、また他社 
知的財産（知財）を尊重しつつ、自社知財網の構築により事業の発展を目指します。

技術研究費   28億円

目安：   連結売上高の2.5%

特許・実用新案数（日本）   803件 
台湾にリサーチ拠点を設立（2024年）

・ 最先端半導体分野での競争優位性をさらに強化 
顧客の製造技術進展が著しい半導体業界において、 
顧客のニーズをいかに早く捉え開発し、当社知財として確立していくかが重要です。 
そのために、最先端半導体分野の動向を探る専門チームを設け、 
知財担当部門とも連携し活動を進めています。

人的資本 挑戦する風土と学ぶ意欲の醸成、働きがいと活力に満ちた職場に
専門知識を持った多様な人材は、当社の競争力と成長の源泉です。実務を通じて獲得したスキルや個々のアイデア、また
チームワークを持って新しいことに挑戦すること、そして継続的なスキル向上や改善意欲を当社は強力にサポートしています。
また、従業員それぞれの事情の中で最大限のパフォーマンスを発揮できるよう、さまざまなライフイベントも考慮した各種制度を 
採り入れています。

従業員   2,512人（連結）

うち海外拠点従業員   881人

・ タレントマネジメントの充実化 
従業員それぞれのスキルを可視化することで、 
組織と個人それぞれの視点で人材育成やキャリアパス計画、人材配置をすることを目指しています。

・ ダイバーシティの推進 
変化の激しい市場への対応や新規事業推進には多様な人材の確保が欠かせません。 
そのため、外国籍社員の積極採用を進めており、また女性管理職50名の達成を目指しています。

製造資本 水処理装置などを供給
水処理エンジニアリング事業で扱う装置の主要部となる装置ユニットの組み立てや、水処理性能のキーとなる機能材の 
一つであるイオン交換樹脂の精製を行う拠点を有しています。また、機能商品事業を構成する一つである標準型水処理 
機器については、グル−プ会社の株式会社ホステックにて組み立てを行い、食品素材・食品添加物の製造はグループ会社
のオルガノフードテック株式会社が担っています。

水処理装置ユニット組立工場（いわき工場）
イオン交換樹脂精製工場（つくば工場）
標準型水処理機器製造拠点（ホステック）
食品素材・食品添加物製造拠点

（オルガノフードテック）

・ 半導体市場をはじめとした需要への対応力強化 
水処理装置全体の納期短縮と品質維持を両立させるべく、営業部門との案件スケジュール情報 
共有をより綿密に行っています。 
材料調達や組立などのリードタイムを管理して製造、精製を進めます。

・ 標準型水処理機器製造を増強 
製造子会社であるホステックは2024年2月に新社屋へ移転、機能商品事業の長期経営計画に 
基づく製造能力拡大に対応します。

財務資本 事業を支える安定基盤
営業活動によって着実にキャッシュを創出するため、プロジェクトの収益管理の徹底や安定収益源であるソリューション事業
と機能商品事業の拡大につとめ、収益性の向上と財務体質の強化へつなげています。
また、中長期的な企業価値向上のために、資本コストや株価を意識した経営を推進し、資本効率、成長投資や株主還元の
両立と拡大を図ってまいります。

自己資本   101,928百万円

自己資本比率   55.8％

営業利益率   15.0％

ROE   18.4％

・ 企業価値の向上への取り組み 
資本コスト（7～９％）を上回るROEの達成を目指すため、収益性の向上、効率性の改善、 
財務レバレッジの活用を図り、ROE12％以上を必達として取り組んでおります。

・ キャピタルアロケーションと株主還元 
人的資本、研究開発、デジタル投資や設備保有型案件等への成長投資を進めてまいります。 
株主還元は継続的な増配と配当性向30％以上を目標としています。

社会・
関係資本

幅広い産業およびレイヤーの顧客基盤とパートナー企業
各産業ではエンドユーザーとその取引先企業によるエコシステムが形成されていますが、当社は数多くの産業分野において
複数あるレイヤーの各企業を顧客として抱えています。また、近年海外の電子産業分野においては同一顧客においても 
グローバルに投資されるケースもあり、その際に投資先国や地域でのネットワークに加え、国内や第三国のパートナー企業と 
ともに取り組むケースもあり、これまで培ってきたネットワークが当社の大きな資本として発揮されています。

国内関連会社   6社

国内事業所・営業所等   42拠点

海外拠点   7社

・ 海外エンジニアリング拠点の拡充と連携強化 
タイおよびベトナムに有するエンジニアリング拠点で現地エンジニアの採用と育成を強化、 
同国以外のプロジェクトでも大きな戦力として活躍しています。

・ 株式会社LIGHTzとの資本業務提携 
製造業を中心に技術継承や業務最適化のソリューションを提供するLIGHTzと2024年6月、 
資本業務提携を開始しました。これにより、より競争力の高いエンジニアリング体制の構築を図ります。

自然資本
持続可能な地球環境への貢献
水資源の利用と保全はグローバルなサステナビリティ課題として注目度が増しており、当社は、水資源の枯渇、河川の氾濫、 
水質汚染などが企業活動に及ぼす影響をリスクとして捉えています。当社は事業所周辺の水資源の持続可能な利用に向け、
取水の有効活用・排水水質の維持・向上による水資源の保全に取り組み、事業活動を通じた環境保全への貢献に努めます。
また、気候変動問題も世界共通で取り組むべき重大な課題であり、かつ当社グループの事業活動に影響を及ぼす重要な課題
の一つと認識しています。気候変動が当社グループ事業に与えるリスク・機会の分析を行い経営戦略・リスクマネジメントに 
反映し、世界的な共通目標であるカーボンニュートラルの実現に向けて真摯に取り組むとともにさらなる成長を目指します。

処理排水量：   2,072万㎥ 
回収再利用水量：   1,231万㎥

Scope1･2排出量：   6.6千t-CO2 
Scope3排出量：   1,393千t-CO2

※一部のグループ会社を除く

・ 水資源問題への対応 
排水処理や回収技術の提供を通じて、 
産業や暮らしの水利用における健全な水循環の保全と水資源確保へ貢献します。

・ 生物多様性の保全 
排水処理、省エネ・省資源効果のある製品やサービス、 
廃棄物削減など、当社のマテリアリティへの取り組みで生物多様性の保全に寄与します。

・ 自社のCO2排出量の削減 
事業活動におけるエネルギー使用を最適化し、 
気候変動の緩和に貢献する商品・サービスの提供を通じて、持続可能な社会の実現に貢献します。

オルガノグループの価値創造

Scope別CO2排出量（2023年度/連結）

製品提供を通じた

P40参照
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24.3 27.3 31.3

1,750

1,503

2,000

790
（+2.0%）

910
（+6.3%）

300
（+4.3%）

710
（+1.1%）

790
（+10.1%）

250
（+3.9%）

687

592

223

■プラント
■ソリューション
■機能商品

22.3 23.3 24.3 25.3 26.3 27.3 31.3

22.3～24.3実績 新中期経営計画（25.3~27.3） ORGANO
2030

営業利益
108

152 225 230 240 260 300

売上高
1,120

ROE
12.9

14.5

18.4

15.0 14.5 14.5

1,324
1,503 1,550 1,650 1,750

2,000

ROE
12%以上

（単位：億円・%）
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2015 2020 2025 2030

半導体市場は2030年まで
年率 8%を上回る成長を期待

（単位：十億米ドル）

2019 2023

北米や欧州
など生産
拠点の
拡充進む

Asia Pacific
258

Asia Pacific
283

Japan 47

Americas
133

EMEA 57
520

Japan 36

Americas
79

EMEA 40
413

アジア・
日本
71%

アメリカ・
欧州・中東

29%

アジア・
日本
63%

アメリカ・
欧州・中東

37%

（単位：十億米ドル）

中期経営計画（2024-2026）

　2014年度と比較して2023年度は 
売上高で約２倍、営業利益で約10倍と 
飛躍的な伸びとなっており、新たなステージ
を迎えています。

●  プラントの売上拡大に伴ってソリュー
ション・機能商品の売上も成長

●  国内海外とも電子産業分野を中心に
成長、海外は特に台湾、中国、マレーシア
等で拡大

●  収益性の改善はソリューション、機能 
商品の売上拡大に加え、プラント案件
の採算性向上が寄与

半導体市場予測（WSTS※予測より当社想定） 地域別半導体市場（WSTS調べ）

事業分野別比較

※WSTS：世界半導体市場統計

新中期経営計画 ORGANO 2030

2023年度実績 2024年度期初計画 2026年度計画 2030年度計画

売上高 1,503 1,550 1,750 2,000

営業利益 225 230 260 300

ROE 18.4% 15.0% 14.5% 12%以上

●  長期経営計画“ORGANO 2030”に基づき、毎年3ヵ年の計画をローリングして策定

●  長期経営計画は2030年度に売上高2,000億円、営業利益300億円、営業利益率15％以上、ROE12％以上を目指す

●  3ヵ年計画では2026年度に売上高1,750億円、営業利益260億円の達成を目指す

15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3

687 787 811 792
922 965

2.4%

5.4% 5.7% 5.5%
8.4%

12.4%

1,0061,006
1,1201,120

1,3241,324
1,5031,503

2323 3939 4141 3838 6565 9999 9595 108108 152152
225225

11.1%
12.9%

14.5%

18.4%

3.5%
5.0% 5.1% 4.8%

7.1%
10.3% 9.5% 9.7%

11.5%

15.0%

　 営業利益率　　 ROE　■売上高　■営業利益 （単位：億円）

●  AIやEV等の進展により2030年までの半導体市場は2015年～2023年までの成長率を上回る成長を期待。これに伴い半導体
材料や電子部品等の需要も拡大

●  米中摩擦や台湾問題等地政学リスクを背景に、半導体サプライチェーンの世界的な再構築が進む。アジアからアメリカ・欧州等
に生産拠点を分散する動きが進む

市場予測

過去10年の振り返り
中長期経営計画の目標値

●  国内外で計画が進む大型の半導体投資の受注を想定。その
ためにもエンジニアリングキャパシティ拡充に向けグローバル
での人的資本の強化やM＆A、パートナーシップ施策の強化、
デジタル投資等を拡充

●  設備保有型契約の拡大や国内外で納入が進む大型プラント
に対するメンテナンス、水処理薬品の拡販等に加え、省エネ・
脱炭素等サステナビリティ課題に向けたソリューション 
サービスや機能商品の展開を強化

●  非水溶液等の高度分離精製やリチウムイオン電池の溶剤 
回収でのビジネス展開と今後の半導体関連投資が見込まれる
アメリカでの事業展開を強化

目標に向けた施策

オルガノグループの成長戦略

（単位：億円）

15.3 24.3
153

223
（+4.3%）

290

592
（+8.3%）243

687
（+12.2%）

1,503

687

■プラント
■ソリューション
■機能商品

15.3 24.3
122

538
（+17.9%）

563

965
（+6.2%）

1,503

687

■国内
■海外

15.3 24.3

464
603

（+3.0%）

221

898
（+16.9%）

1,503

687

■電子産業
■一般産業ほか

事業分野別比較 地域別比較 市場別比較 （単位：億円）（単位：億円） （単位：億円）

売上構成の比較（カッコ内はCAGR）

（単位：億円）
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20.3 21.3 24.323.322.3

7.0 6.1
5.1

7.4
9.1

12.4 11.1
12.9

14.5

18.4

※資本コスト（CAPM）は
　7~9%程度と想定

　 資本コスト（%）
　 ROE（%）

資本コストとROE

財務戦略

取締役常務執行役員
経営統括本部長 本多 哲之

　当社の業績は、主力市場である電子産業分野において半導体 

関連の設備投資が高い水準で推移するなど好調な市場環境を背景

に、拡大基調が継続しています。このような状況の下、当社は営業 

活動によって着実にキャッシュを創出するとともに大型プロジェクトの

受注・納入活動推進に向けた生産・納入キャパシティの拡大、研究 

開発活動の強化、人材の確保と育成などの各種施策への支出を 

進めてまいりました。また、自己資金に加えて借入金を活用しながら 

設備保有型サービスへの投資を拡大したほか、株主還元の充実化 

にも取り組んでまいりました。しかしながら、キャッシュの創出力や資本

効率、各種投資・株主還元といったいずれの要素においてもさらなる 

成長に向けた強化・拡充が必要であると認識しています。

　中長期の経営計画では、資本コストを上回るROE12％以上

を必達目標とし、収益性・効率性・財務レバレッジのそれぞれに 

方針を定め、さらなる改善を目指しています。収益性については、

長期経営計画“ORGANO 2030”において2030年度までに

売上高営業利益率15％以上を安定的に計上できる収益構造

の構築を目標として掲げており、コストダウンなどプラント案件の

利益率改善に取り組むとともに、比較的利益率の高いソリュー

ション事業や機能商品事業の拡大による収益の安定化に 

引き続き取り組みます。また、売掛債権や棚卸資産の削減など、

キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）の改善に向けた 

取り組みを強化することで効率性の改善を図ってまいります。 

これらの取り組みによってキャッシュ創出力の向上を図ると 

ともに、財務の健全性を十分に確保しながらも、借入金など財務

レバレッジを活用することで、成長投資を拡大させてまいります。

20.3 21.3 24.323.322.3

2,533
1,660

3,605

1,370

7,700

1.03 1.13 1.53 1.92
3.47

8.75
10.77

12.62
14.09

20.43■期末日株価（円）
　 PER（倍）
　 PBR（倍）

20.3 21.3 24.323.322.3

1,655.14
1,464.06

1,877.80

1,325.31

2,218.53

156.51 154.18 200.67 255.77 376.92

■一株当たり純資産（円）
■一株当たり利益（円）

一株当たり指標と株価・PER・PBRの推移

2023年度の振り返り

　当社は、プロジェクトの収益管理を徹底するとともに、安定収益源であるソリューション事業や機能商品事業の拡大に取り組む 

など収益基盤の安定化に取り組んでいます。また財務基盤についても受注の急減やプロジェクトの採算悪化など不測の事態や

キャッシュ・フローの変動に備えた安全化・健全化に取り組みつつ、資本効率と株主還元の最適なバランスを追求することが重要で

あると考えています。

　そのためには、収益性の向上、効率性の改善、財務レバレッジの活用を図りROEを向上させることが重要であると考えています。

加えて、当社は持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けて、資本コストや株価を意識した経営を推進することが重要で

あると認識しているため、資本コストを的確に把握した上で、資本コストを上回るROEの達成を目指すこととしています。現状の当社

の資本コストは7～9％程度と想定しておりますが、近年はROEが資本コストを大きく上回っています。また、増配継続などの株主 

還元施策やIR活動の強化などにも注力しており、株価は上昇傾向で推移し、PER・PBRも大きく改善しました。これは当社の 

取り組みが適正に評価頂けている結果であると認識しています。

企業価値向上への取り組み

収入 支出 収入 支出

前中計期間（22.3期～24.3期） 次期中計期間（25.3期~27.3期）

営業CF
266億円 設備保有型

案件への投資
305億円

設備投資42億円
株主還元76億円

手元資金増減 借入金

営業CF

設備保有型
案件への投資

株主還元

設備投資
成長投資

借入金（増加）
191億円

　2026年度を最終年度とする中期経営計画では、資本効率

改善による営業キャッシュ・フロー創出と借入金の活用を通じて、

投資と株主還元を行ってまいります。成長投資としては、通常の

設備投資等に加え、人的資本や研究開発、デジタルなどへの

投資、そしてM&Aなどインオーガニックな成長に向けた投資の

拡大を図ります。また、設備保有型案件については、収益性・ 

安定性の観点はもちろんのこと、顧客の「囲い込み」による効果

や、自社設備であり最適化を図りやすいこと、遠隔監視・自動運転

など新たなサービスメニューの拡充にもつながることから、多くのビ

ジネスチャンスを期待しており、引き続き投資を行ってまいります。

キャピタルアロケーション

　当社は株主還元の方針として、安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針とした上で、収益の状況を勘案した利益配分に

努めることとしています。2024年3月期は業績の上方修正に

伴い期初計画を大きく上回る配当を実施しました。2026年度

を最終年度とする中期経営計画においては、増配の継続と 

配当性向30％以上の水準を目標とし、株主還元と成長投資

の両立と拡大を目指すこととしており、2025年3月期は 

配当性向30％超の配当を計画しています。また、配当以外の

株主還元についても、株価や業績等の動向を勘案しながら 

検討してまいります。

株主還元施策

ROEの分解（24.3期）

＝ ××
ROE
18.4%

収益性

当期
純利益率

11.5%
効率性

0.87回転
総資産
回転率

レバレッジ
1.85倍

財務
レバレッジ

オルガノグループの成長戦略

※ 資本コストはCAPM（Rf+β（Rm-Rf））で算出 
Rf（リスクフリーレート）：長期国債（10年）利回り：0.8%前後 
β（β値）： 株価変動率（3年推計）：1.6前後 
Rm（マーケットリスクプレミアム）：株式期待利回り：6%前後

※1株あたり配当金額は2022年10月1日付の株式分割後ベースで記載

19.3 20.3 24.324.3
（期初計画）

22.3

40
2618.3

102

16.6%

21.3

28.5

18.5%18.8% 19.9%

23.3

62

24.2% 27.0% 27.1%

25.3
（予想）

106
30.2%

66

■1株当たり配当金（円）
　 配当性向（%）
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　当社グループの主要市場であり成長が中長期的に見込まれる 

各種半導体をはじめとした電子産業およびその周辺分野、私たちの 

暮らしに欠かせない電力・上下水などのインフラ分野、医薬品・化学・

食品・飲料等の一般産業分野と幅広い分野で事業を展開しています

（P11,12,20参照）。地域としてはアジアや米国などグローバルに、 

超純水製造や排水処理などの装置納入、その後のメンテナンスや 

運転管理などのサービス、また、消耗材の提供などを通じお客様の 

安定した事業運営を支えています。また、現在のバリューチェーン上の

強みや弱みを整理し、現状の延長線にこだわらず変革を進め当社 

グループの成長と収益基盤の強化につなげていきます。

（単位：億円）

25.3（見込）24.323.3

200

129

195

（単位：億円）■ソリューション　■プラント
●ソリューション比率

25.3（見込）24.323.3

46.3%

687

592

44.8%

615

500

48.7%

685

650

（単位：億円）

25.3（見込）24.323.3

■電子産業　■一般産業
■電力・上下水

117

754

243

106

898

274

120

915

300

営業利益 部門別売上高 業種別売上高
■受注高　■売上高 （単位：億円）

25.3（見込）24.323.3

1,116

1,524

1,279
1,221

1,3351,335

受注高/売上高

取締役常務執行役員
プラント本部長 中山 泰利

●  電子産業顧客における投資規模の拡大、米国・日本・ 
東南アジア・欧州・インドなど中華圏以外への展開地域
分散化

●  省エネ、省力化、省人化ニーズの拡大

機会
●  地政学的リスクの増大

●  日本における労働人口の減少

●  世界的な物価の上昇および資材の長納期化

リスク

水処理エンジニアリング事業
リスクと機会への対応

　国内外の電子産業分野をはじめとしたプロジェクトの受注・納入に引き続き注力し、プラント事業を伸ばします。米国事業は 

グローバルエンジニアリング体制の強化とともに進め、台湾では開発体制を強化します。納入後はメンテナンスや運転管理など、 

その後の収益につながりますが、これに加え設備保有型契約への投資を進めることや、中国では顧客近傍に拠点を設ける 

ことによる体制強化を図り、ソリューション事業を伸ばしていきます。また、お客様の工場稼働におけるサステナビリティ推進の 

視点に立ち、経済的価値と省エネや脱炭素など社会的価値を両立できる技術・製品・サービスの開発・提供を加速していきます。

中期経営計画達成に向けた戦略

　電子産業分野では最先端半導体をはじめ設備投資が高い水準で推移、国内では大型案件を複数受注しました。一方、 

海外では前年度に中国・台湾・マレーシアなどで大型の半導体案件の受注が相次いだ反動による受注が縮小、国内を含む 

受注高は前年比で減少しました。受注残案件の順調な進捗と好調なソリューション事業により、売上は前年を上回る結果と 

なりました。また、一般産業分野では医薬分野や電子周辺分野のプラント案件、電力・上下水など社会インフラ分野では原子力

発電所の再稼働に向けたソリューション案件などにより、受注・売上とも前年比で増加、コスト低減にも取り組み水処理 

エンジニアリング事業として過去最高益を更新しました。

2023年度の振り返り

　国際情勢には先行き不透明感が残っており、半導体市場の回復も道半ばであるものの、半導体関連設備の投資は依然 

高い水準が続いている状況です。そのような中、国内外で計画されている半導体関連の大型プロジェクトの複数受注や、一般 

産業分野・社会インフラ分野でも前年度を上回る水準の受注を計画しています。売上高については、繰越受注残として抱える 

大型案件について概ね順調な工事進捗が見込まれることや、設備保有型サービスや納入設備に対するメンテナンス、水処理 

薬品などの売上拡大を計画しています。また営業利益については、売上の拡大による増収効果によって、エンジニアリングや 

ソリューションなどのキャパシティ拡大に向けた体制強化などによる費用の増加をカバーし、増益となることを計画しています。

2024年度の見通し

オルガノグループの成長戦略

オルガノグループの成長に向けて
エンジニアリング事業を推進 　地政学的リスクも一つの背景として投資先地域の分散化が進む電子産業分野においては、当社グループとしての事業や 

展開地域のポートフォリオが重要なポイントの一つとなります。中華圏における事業は継続しつつ、米国での安定的な事業 

体制を確立することを海外事業展開の最優先事項と位置付けています。また、技術革新が進む最先端半導体市場については

マーケティング機能を強化し、技術動向だけではなくサステナビリティ目標なども含め顧客ニーズをタイムリーに掴む取り組みを 

しています。それらを元に技術開発や事業モデル検討を行い、より一層の価値提供につなげてまいります。世界的な物価上昇や

資材納期の長期化はピーク時に比べると落ち着きを見せているものの、サプライチェーンの強化は引き続き重要項目の一つ 

として取り組みを継続しています。
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水処理エンジニアリング事業

TOPICS

オルガノグループの成長戦略

医薬品関連分野向け事業

　1946年に無熱蒸溜水製造装置を開発して以来、75年以上にわたり医薬品製造プロセスに

「製薬用水」を提供しています。

　業界トップクラスの納入実績と国産自社開発/自社設計で培った高い技術力を活かし、国内外

の医薬品、化粧品、医療機器現場などさまざまな顧客ニーズに応じた製薬用水設備を提供し、また 

アフターサービス体制を整備しお客様の製造プロセスをサポートしています。

　昨今PIC/S（医薬品査察協定および医薬品査察共同スキーム）、ICH（医薬品規制調和国際

会議）等によるレギュレーションの目まぐるしい変化により、高度な品質管理やリスク管理が要求 

されています。当社は新規設備導入だけでなく最新レギュレーションへの対応や査察対応に向けた

設備検討、既存設備を活用した改造、改善検討も行っております。

①事業概要

　世界的に高齢化が進んでいる中、慢性疾患薬の需要の高まり、バイオ医薬品をはじめとするがんや希少疾患治療への新薬開発

により、医薬品市場は長期的な市場拡大が見込まれています。また、新型コロナウイルス感染症などパンデミック対策のための 

ワクチン、治療薬の需要の高まりも市場拡大を後押ししている状況です。これに伴い今後、世界的には医薬品製造分野の設備 

投資も堅調な拡大が期待されます。一方で国内に目を向けると人口減少が進み、市場拡大に対するネガティブ要素もあることから、

中長期的な成長には課題が残るところです。

　そのため、当社グループでは医薬品市場の中での成長領域への集中とグローバルな事業展開で収益拡大を目指します。また、 

省エネルギータイプのシステム開発、センサー化によるデータ活用、GMP査察/監査トレンドの情報提供など新たなサービス、価値の

提供に取り組んでいます。

②機会とリスクの認識

　豊富な納入実績から得られたエンジニアリング力と全国を網羅したメンテナンス体制による迅速なトラブル対応やアフター 

サービスが大きな強みです。

　また昨今のサプライチェーンにおける慢性的な資材の長納期化、組立や工事などの人的リソースの不足に対し、当社いわき 

工場やオルガノベトナム、国内協力会社で確立された国内外生産体制でそれらの影響が最小限となるよう対策を図っております。

④強み

　国内は長期的に成長領域としてシェアが伸長するバイオ医薬品関連分野における新工場や新棟建設、系列増設などへの大型

投資が予想され、中期的にはワクチン関連補助金事業の大型設備計画が進捗しており、注力分野として取り組むことで事業拡大と

収益性向上を図っていきます。

　海外はこれまでのASEAN市場に加え、新たに米国市場への展開を検討 

します。米国は日本の約8倍に相当する世界最大の医薬品市場であり、 

製薬用水市場も大きな需要があります。市場調査を進め、医薬品関連事業に 

おける日本以外でのエンジニアリングと製造拠点であるオルガノベトナムを 

中心としたサプライチェーンをシミュレーションし、早期の事業展開を目指します。

③メインターゲット、海外を含む展開エリア

オルガノ（日本） 
・エンジニアリング

オルガノ( ベトナム ) 
・エンジニアリング
・製造 オルガノ（USA）

・マーケティング

　当社グループが長年にわたり電子産業向けに提供している超純水製造装置

は、水からあらゆる不純物を高度に除去する分離精製技術によって構成されて 

います。近年半導体の微細化が進むにつれて、その製造に使用される電子材料

についてもわずかな不純物が歩留まりに大きく影響するようになっています。 

当社グループは、これまで培ってきた超純水製造の技術を応用し、電子材料中の

微量不純物を除去する事業を展開しています。

分離精製事業
①事業概要

　電子材料製造は日本企業が圧倒的に強く、最先端の日本製電子材料が日本ならびに世界の半導体工場へ供給されています。

当社ORLITE™ DSシリーズは多くの日本の電子材料メーカーに採用いただいています。今後益々高まる電子材料の高純度化に、

ORLITE™ DSシリーズをはじめとする当社分離精製技術で応えていきます。

　一方、コロナ禍以降の世界的物流の不安定化、経済安全保障の観点から各国で半導体関連産業の自国生産化やその育成

方針等により、海外でも電子材料の現地生産の動きが広がっています。この動きに呼応する形で、日本の電子材料メーカーも 

海外拠点の強化を進めており、そこでも高純度化要求が強くなっています。当社電子材料精製技術はこれまで米国、台湾、中国、

韓国で実績があり、今後は欧州、東南アジア等でも同様にニーズの高まりが予想されることから、展開地域を拡大していきます。

④展開エリア

　半導体の製造には多くの電子材料が使用されていますが、その中でもウェットプロセスと呼ばれる工程で使われる液状の電子 

材料が当社分離精製事業の対象となります。具体的には、フォトレジスト、現像液、CMP（化学機械研磨）スラリー、ポストCMP 

クリーナー、過酸化水素、各種溶剤などがあり、いずれも半導体製造で欠くことのできない重要な材料です。半導体のプロセスノード

は7nm、3nm、2nmと進展しており、それらに含まれる金属不純物をppt（1ppt=0.0000000001%）レベルまで取り除くことが 

求められるようになってきました。従来用いられている蒸留や再結晶等の技術で取り除くことができないレベルであり、従来技術に 

代わる手法として当社の分離精製技術の応用可能性が広がってきています。

②事業機会

　上述のとおり電子材料には多くの種類があり、それぞれ異なる性質を持っています。そのため、それら多様な性質に対応できる 

精製技術が必要になります。また、電子材料に含まれる金属不純物はさまざまな形態で存在しており、それらを除去しながらも電子 

材料の有効成分は除去せずに残すという高度な技術が必要になります。ここで当社は、超純水製造で使われるイオン交換樹脂が

有効であることを見出し、電子材料の精製に特化した超高純度 

イオン交換樹脂ORLITE™ DSシリーズを開発しました。ORLITE™ 

DSシリーズは構造や官能基の異なる豊富なタイプを取り揃えて 

いるため、各電子材料や不純物の性質に対応することが可能です。

また、これまで多様な電子材料の精製に取り組んできたことで 

蓄積されたノウハウにより、最適なイオン交換樹脂の組み合わせや

使用方法を提案しています。

③電子材料精製技術

無熱蒸溜水製造装置

高度精製電子材料

用途例

超高純度イオン交換樹脂

電子材料
有機系：
　フォトレジスト、
　溶媒など
無機系：
　CMP材料、
　過酸化水素など
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機能商品事業
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売上高 営業利益 部門別売上高

●  電子産業を代表とする国内製造への回帰

●  少子化、高齢化の進捗による省力化ニーズの高まり

●  水資源有効利用機運の高まり

機会
●  さまざまな地政学的リスクの高度化と複雑化

●  急速な需要増加に対する供給能力不足

●  サプライチェーン混乱の長期化（価格高騰・長納期化等）

リスク

常務執行役員　
機能商品本部長 久木﨑 誠

　事業展開の基盤である国内景気の活況は機能商品事業のさらなる成長機会となり、また急速な需要増加にも対応できるよう 

さまざまな準備を進めています。特に活況が続く電子産業分野向けにおいては、次世代向け新商品・新サービス・新アプリケーション

の開発を水処理エンジニアリング部門と進めており、今後新商品等の上市フェーズに入ります。

　また、サプライチェーンの混乱や納期の長期化、社会全体のSDGs達成に向けた取り組みが進むことはDX推進の強力な追い風

となり、グローバル調達網の強化と製造管理・業務管理の効率化や新サービスの展開につながりました。今後もさまざまなリスクを 

ビジネスチャンスや業務効率化のチャンスに変え、さらなる収益拡大を目指します。

リスクと機会への対応

　水処理薬品部門は、猛暑によるビル空調向け冷却水処理剤や高い工場稼働率が継続する電子産業向け膜処理剤、一般 

産業向け排水処理剤などが伸長しました。

　標準型水処理機器・フィルタ部門においては、先端電子産業分野をはじめとした産業向け小型水処理装置・工業用フィルタ、

医療機関・検査機関向け純水装置の販売が好調でした。また、新規用途開拓を実現した浄軟水フィルタも業績を伸ばすことが 

できました。

　機能材料部門においては、継続する各種原材料の価格高騰および長納期化に対応するため、さらなる生産性向上および 

在庫調整に努め、水処理エンジニアリング事業を支えました。

　食品部門については、高騰が継続している原材料費を適切に価格転嫁するとともに新規顧客開拓も順調に進捗しました。

2023年度の振り返り

　世界経済の不確実性が高まるなかではありますが、主力の国内市場は活況が続いています。

　活発な生産・投資が継続する電子産業向け水処理薬品と機能材料、工業用フィルタに関しては、水処理エンジニアリング 

事業で納めた設備での使用が堅調であり引き続き業績拡大を期待します。また、猛暑により冷却水処理剤の旺盛な需要が継続

するなか、環境負荷低減型新規冷却水処理剤の販売を開始しました。

　ラボラトリー向けを注力分野としている標準型水処理機器は、最先端半導体分野向けハイエンド機器を上市、各種検査装置

向け小型純水機器も顧客ニーズ毎の組込み型機器の拡充を図っており業績への貢献が期待できます。また、多様化する顧客

ニーズに対応できる各種浄軟水フィルタの販売も好調が続く見通しです。

　食品部門については収益構造の変革に取り組んでおります。これらの取り組みにより、前期を上回る増益を見込んでいます。

2024年度の見通し

オルガノグループの成長戦略

社会環境の変化に追従し、産業界の発展に
貢献するサステナブルな事業体を目指して

　機能商品事業は、標準型水処理機器・フィルタ・水処理薬品・機能性
食品材料に加え、分離精製技術の要であるイオン交換樹脂をはじめと 
した各種機能材料を扱っています。
　顧客用途に応じた水量、水質を提供するための機器や機能材料を 
提供するに留まらず、近年はさらなる付加価値向上とSDGsの実現を 
目指し、差別化されたさまざまな新商品の上市と新たな機能材料の拡充
を継続しています。
　外的環境変化に強いサステナブルな事業体制を確立し、機能商品
事業が当社グループ全体の安定収益源となり、社会の維持発展を担う
お客様とともに、産業と生活の両面から社会を支えるパートナー企業 
としてさまざまな社会課題の解決を実現できる新商品・新サービスを 
提供していきます。

　当社グループを取巻く事業環境の変化が大きいなか、安定した事業成長を続ける当事業部門のさらなる成長は中期経営計画

達成の重要なポイントの一つとなります。そのためには継続した変革を進める必要があり、昨年立ち上げたECサイトを活用した 

デジタルマーケティングの推進など、従来とは異なる手法の活用を今後も続けていきます。

　また、さまざまなパートナー企業の探索と協業の推進、学会・展示会などを通じた 

マーケティング活動、水処理エンジニアリング事業とのシナジー深化も継続していきます。

　2023年12月に上市した業界最高水準の水質を提供するラボラトリー向け超純水 

装置ピューリックωⅡは、最先端の電子産業やライフサイエンス産業分野のお客様へ 

展開していきます。そして2024年2

月に機器商品部門の製造拠点で

ある関連会社 株式会社ホステック

の移転・拡張を行い、開発・製造の

基盤強化が完了しました。生産 

ラインの自動化検討などをさらに 

進め、生産性向上による事業拡大

を実現します。

中期経営計画達成に向けた戦略

株式会社ホステック工場外観
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コア事業強化・拡大

機能材

デジタル
活用

超純水

新
規
事
業
創
出

イオン交換樹脂

クロマト分離

高度分析 薬品

膜分離

生物

固液分離

晶析

資源回収 水回収

未来
社会

バイオ医薬エネルギー

イノ
ベーシ

ョン

コア
技術

エンジニアリングセンター研究開発、技術開発

　近年、地球温暖化による異常気象、地政学的リスクの影響により

社会情勢の先行きが見通せない中、企業として持続可能な社会の 

実現に向けた取り組みが求められております。そのような状況の下、 

「分離精製と高度分析を究め、技術・情報・人をつなぐ役割を担い、 

パートナーとともに新たな価値を創出します」「一人ひとりが、みずから

の在り方を磨き、有機的な交流を重ね、組織の力で未来へ向けて挑戦

し続けます」と開発センターとしてのありたい姿を定めております。また、

エンジニアリングセンターは長期経営ビジョンに定めた「昨日までの 

やり方を、明日に向けて、今日変える人をつくり、一人ひとりが働きがい

と活力に満ちた企業を構築」すべくグループ全体の最適なエンジニア

リング体制の構築を目指しております。

取締役常務執行役員
技術開発本部長 須田 信良

（単位：億円）■技術研究費　● 技術研究費／売上高比率

24.3

28

25.3（計画）

34
26

1.9%
2.2%

2.0%

23.322.3

21

1.9%

技術研究費の推移

●  電子業界の旺盛な設備投資

●  顧客製品の高度化に伴う薬品および溶剤の高純度化、
回収ニーズ

●  環境負荷の低減、資源の再利用、有価物回収ニーズ

機会
●  旺盛な設備投資需要にリソース不足により応えきれない
リスク

常務執行役員
エンジニアリングセンター長

浅野 伸

概要
　当センターは各分野の分離精製技術に精通した技術集団であり、オルガノグループの

得意とする多様な最適化技術や機能材を、水や溶剤、薬品など、液体の分離精製用途 

全般に適用させ、顧客製品の安定化や歩留まり向上に寄与しています。

　また現在、東南アジアに2つのエンジニアリング拠点（タイ、ベトナム）を展開し、多様な 

人的資源の融合により新たな発想を取り入れ、技術の革新を続けることで、最適化技術に

磨きをかけ常に業界をリードし、産業分野の発展に貢献し続けます。

　多様なアプリケーション技術とそれを支える特徴的な機能材群、また水のみならず溶剤や薬品に至る液体全般の分離精製への

実績、ノウハウが当社エンジニアリング部門の強みです。近年、環境負荷の低減や資源の再利用、有価物回収のニーズが強く 

それに応えるべく新しい分野の開拓や挑戦も進めます。また次世代のキーテクノロジーの一つである電気再生式脱塩装置（ＥＤＩ）は

開発から設計、製造まで可能な唯一の国内メーカーであり、製造ノウハウも蓄積が進みロボット技術を駆使した新規製造ラインを 

導入し、さらに大型機種の製造ラインにも適用していきます。

当社エンジニアリング部門の強み

Engineering Procurement Construction Operation & Maintenance

計画

初期データ入力
客先打合せ／提案

データ
サイエンティスト

データ分析
データマネジメント

データ解析 /活用

データ統合システム
エンジニアリング自動最適化

データドリブン型エンジニアリング

発注先／スキーム／工期実績価格／CO₂
建設データ

発注先／品質／納期
実績価格／CO₂

購買データ設計データ
設計条件／システム／安全率／設置面積

納入コスト／利益

運転データ
水質／水量／電気代

薬品代／運転員数メンテ頻度／改造コスト／CO₂

　今年度はプラント設計の各種自動化ツールの組み合わせや施工ロボットの導入、東南アジアのエンジニアリング拠点の拡大、

パートナー企業の増強を図った結果、リソース不足や業務効率に大幅な改善がありました。さらにデータドリブン型エンジニアリング

の取り組みではベテランエンジニアの思考プロセスの可視化やノウハウのデータ化などから若手エンジニアの育成や技術伝承を

加速させ、プラント設計の飛躍的な改善を実現させる施策も進捗しました。また新技術であるリチウムイオン電池に利用される 

溶剤回収装置の初号機を納入し、既存技術との環境負荷の性能差や品質、回収率など製造プロセスの改善データをモニタリングし、

次なる改善につなげる段階となりました。今後もさらなる業務効率の改善や低環境負荷、資源の再利用などの新分野、新技術に 

挑戦し続けます。

エンジニアリング体制強化の取り組み

技術開発本部の使命

　経営理念、長期経営ビジョンを実践する上で人材は最も 

重要かつ、基盤となる不可欠なものです。昨日までのやり方を、

明日に向けて、今日変える人をつくるためにこれまでの業務の

やり方を常に見直し、改善につなげていく取り組みを加速します。

　近年、人材育成、技術伝承が各企業において課題となって

おります。エンジニアの育成においてはエンジニアのスキルを

可視化し、当社のエンジニアとして保有すべきスキルを向上 

させるための最適な育成計画を策定し、育成を図ります。また、

ベテラン社員のスキルを汎知化®により可視化し、そのスキル

を体得するための計画も併せて育成計画を策定します。

　開発センターでは各々が保有する専門分野だけではなく、

外部機関との連携の推進、経営的視点や未来志向の発想

など多くの視点、高い視座により新たな価値創出を目指します。

技術者の人材育成

　開発部門としてありたい姿を達成すべく、未来の社会課題

と新技術を融合し、新たな価値を創出し続けるための積極的

な投資を計画しています。また、事業部門からの開発テーマ 

のみならず開発センター員が自ら市場を探索し、開発テーマの

創出につなげるための機能を強化します。

　エンジニアリング部門としては外部パートナーとの連携、

データ活用により納入業務を最適化することによって納入 

能力の拡充を図ります。そのためのエンジニアのスキル向上、

戦略、投資

オルガノグループの成長戦略

納入プロセスの簡素化・自動化、ＤＸの推進、生産設備の 

増強に積極的に投資を計画します。
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TOPICS ロボットの導入でEDI製造を効率化
　従来手作業で組み立てていたEDIの製造にロボットを導入、生産能力の増強を図りました。

　EDIは、内蔵するイオン交換樹脂を電流で連続的に再生することから酸やアルカリなどの薬品

が不要で、且つ再生に伴う設備停止がないなどの顧客メリットがあります。

研究開発、技術開発

開発センター

●  半導体の微細化に伴う高純度化要求の拡大

●  サステナビリティ活動の拡大

機会
●  自社技術単独では対応困難な顧客要求の変化

●  市場変化による既存事業の縮小

リスク

執行役員　開発センター長

江口 正浩

TOPICS 高まる需要を見据えた生産体制を確立
　半導体需要の拡大に伴い、超純水製造装置の最後段設備の一部に用いられる 

イオン交換樹脂もまた需要拡大が見込まれています。つくば工場では特に需要が 

見込まれる最高級精製イオン交換樹脂ESPシリーズについて、2030年度までの供給

予測に応じるべく精製能力の増強を図りました。

　ORGANO 2030の実現に向けて、下記の３テーマを重点施策として進めていきます。

①事業戦略と連動した次世代技術開発の推進
微細化・積層化が進む先端半導体の製造プロセスにおいて、高度な顧客要求に対応できる超純水・有機溶剤の高純度化技術

開発を一層推進します。この実現に向けて、2022年に稼働した新研究施設も積極活用し、次世代の超純水システム提案につ

なげていきます。また、デジタル・AI技術を活用した水処理プラントの最適運転、水資源の削減、資源循環の技術開発も進めるこ

とで、工場全体の最適化を図り、持続可能なスマートファクトリーの実現に向けて積極的に取り組んでいきます。

②リサーチ機能の強化
将来の社会課題や顧客価値の変化を予測し、中長期的な技術開発テーマを創出することを目的に、リサーチチームを設置しま 

した。今年度、先端半導体の関連企業が集中する台湾に新たなリサーチ拠点も設置し、電子産業分野における新たな価値創出

を加速します。

③外部共創の強化
コア技術である分離精製と高度分析技術の深化と拡大を目指した社外との交流を積極的に進めます。これまで共同研究を推進

してきた大学に加え、国内外の先端研究機関、さまざまな分野の企業やスタートアップとテーマ創出から連携し、新しい組み合わせを

発想し、従来の枠を超える新技術開発を進めます。

開発重点施策

　当社基幹技術の一つであるイオン交換樹脂はその使用目的

により求められる品質グレードが異なり、半導体製造工場や 

発電所向けなどでは極めて高品質のものが使用されています。

これらのさまざまな品質条件に適合し、また対応し得るよう、 

最先端の技術を駆使した設備によりイオン交換樹脂を 

コンディショニングしています。また、一度使用したイオン交換

樹脂の再生も行っています。

世界最大級のイオン交換樹脂精製工場

　大型水処理プラントを構成する装置ユニットを輸送可能 

範囲内で規格化し、組み立て製品として出荷しています。 

工場で組み立てることで製品品質が向上および安定化し、 

さらに、現地での組み立て作業が簡素化されます。その結果、

現地工事の期間短縮とコスト削減を図ることが可能となります。

また、長年にわたり研究を続けているEDIの製造もいわき工場

で行っています。

水処理装置ユニット組立工場

いわき工場

つくば工場

製造拠点

リサーチ機能と外部共創の強化により
未来視点の開発に挑戦

さらなる成長に向けて
　先行きが不透明な時代、そして生成AIをはじめとした急速な技術革新が進む中で 

持続可能な社会に貢献し成長していくためには、開発基盤の強化がますます重要と 

なります。チャレンジする風土を醸成し、開発環境と人材育成に積極的に投資していく

ことで、未来に向けて挑戦し続ける組織を実現し、コア技術の進化と外部共創の推進

を通して新たな価値を創出していきます。
開発センター内部

オルガノグループの成長戦略
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海外事業展開

常務執行役員　
海外事業推進本部長 富沢 真

●  中国、台湾、マレーシア、米国の主要拠点で電子産業分野の投資が継続

●  半導体関連産業への活発なグローバル投資

機会
●  貿易リスク、地政学的リスク

●  地域特有のリスク

リスク

　長年、各地域で展開してきたプラント・ソリューション事業の貢献は、単に売上や収益だけでなく、人材や信頼に基づく多様な 

価値を醸成しており、数多くのレガシーとともに新たなポテンシャルを生み出しています。顧客、取引先、現地関連会社など、多くの 

関係者との関わりは、時代とともによりグローバルにかつ多方面に展開し、これらの有機的なつながりは当社の社会関係資本と 

して重要な役割を果たしています。

● 顧客
● 取引先
● 関連会社

海外事業の概要

　当社は1980年代から海外拠点戦略を本格化させ、マレーシアへの進出を皮切りに東南アジアを中心にビジネス展開を 

進めてきました。2000年代初めには中華圏にも進出し、電子産業分野向けの事業拡大を図るとともに、サプライチェーンも 

拡大させ発展を続けています。さらに2021年には米国に拠点を構え、新たな展開地域の位置付けとして、幅広く大きな 

成長を目指しています。

　オルガノグループの海外展開の特徴は、活動地域ごとで 

成長を遂げながら、経済やマーケットの変化などを予測しながら

柔軟に対応し、発展し続けていることです。特に拡大が進む 

ビジネスネットワークと高度化された自社技術は、今後の成長

を支える強力な武器になっています。

　このように海外展開の拡大と成長に伴い、海外売上高と 

その比率は増加し続けています。今後も海外展開の発展に向

け、次の戦略を描きながら積極的にチャレンジを続けていきます。

海外展開と海外売上高比率

　先端半導体の発展はめざましく、超微細化や機能高度化など常に進化を遂げています。これらは製造プロセスの高度化 

なくしては成り立ちません。先端半導体製造装置だけでなく、そこに使用される超純水や高純度薬品・材料などは、製造 

プロセスを支える重要な役割を果たします。これらについても先端半導体の発展とともに非常に高純度の品質が要求 

されます。当社は先端半導体工場に必須である、厳格に品質管理された超純水製造装置を納入しています。また、高純度薬品・

材料メーカーへは、その製造プロセスで高純度化に必須の分離精製材の供給を行っています。当社は個々の顧客要求に 

対応するため、高いエンジニアリング力と非常に高度な分析技術などを武器に挑戦し続けています。

海外における電子産業分野の高純度化要求への対応（超純水製造装置、非水系分離精製など）

海外顧客ネットワークとサプライチェーン
　オルガノグループの海外事業は拡大を続けており、以下の強みを 

武器に今後もさらなる成長を目指します。

　日本ならびに海外拠点が活動する地域の間で、これらの戦力やリソースを相互補完しながら、効率的にビジネス展開を進めて 

います。今後もそのパワーを強化し、能力の向上を図ります。

　このようなビジネスネットワークを最大限活用できるのは、長年にわたり培ってきたオルガノグループの社会関係資本の存在が 

大きく、グローバル化のさらなる進展で領域の拡大と最適化を続けていきます。（海外現地法人の拠点：台湾、中国、マレーシア、 

ベトナム、タイ、インドネシア、米国）
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海外売上高の推移 

①地域に密着した事業基盤と幅広い顧客層

②大手半導体メーカーへの対応力

③拠点・取引先・社員などの多様なネットワーク

④充実した設計・調達・製作・納入の各機能

⑤グローバルビジネスに対応できる総合力

オルガノグループの成長戦略
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新しい顧客価値創出への取り組み

　顧客課題の洞察や当社強みに対してデータ・デジタル技術を活用 

することで、より高い顧客価値を生むソリューションサービスを創出します。

データ・デジタル技術の活用対象
●  顧客課題洞察の力、仕組みの高度化
●  当社強みの高度化、多様化
●  ソリューションモデルの高度化、多様化

上記に資する社員のデジタル活用力の醸成も重要な課題となります。

　顧客課題の中心にあるのが製造プロセスの安定稼働です。これに対し当社は水処理設備機能維持、老朽設備の機能復旧 

などのソリューションを提供しますが、昨今のSX推進などの社会的課題に対してイオン交換樹脂のリサイクルや、タイムベース 

メンテナンスからコンディションベースメンテナンスへの切り替え、設備最適運転による消耗品低減などのサービスを提供しています。

　これらサービスを高度化するためには、設備運転状態の可視化と設備および構成機器の精度の高い状態予測が必要になります。

既にAIを用いた薬品注入量の最適化や逆浸透膜設備の運転管理などのサービスの提供を開始していますが、次に示すデータ 

活用基盤の構築を早急に進め、多岐にわたるSX課題に対しソリューションサービスの高度化を推進します。

ソリューションモデルの高度化

　不確実性の高い昨今の事業環境においては、未来の顧客課題の行方を洞察する力が重要になってきます。当社は 

コンサルタント伴走型のソリューション創出活動として2020年より顧客課題の洞察にシナリオプランニングを活用した 

ソリューション創出手法を導入いたしました。現在は各事業部門に配置されたシナリオプランニングを活用するマーケッターにより 

顧客理解と課題特定

　外部企業との協働によるアウトバウンド型オープンイノベーションのトライアルを開始いたしました。本取り組みでは既存の事業 

モデルに囚われないこと、当社の機能や繁忙状況がボトルネックにならないことをコンセプトとし、詳細の開発・技術検討や事業

運営は外部企業が実行することを前提にしています。昨年度までに複数の事業構想が完了し、現在は事業モデル精緻化の 

ステージにあります。

オープンイノベーションの促進

執行役員
データ＆ソリューション部長 笠原 里志

●  社会的適合性への顧客ニーズのシフト

●  未来の事業環境の不確実性増大に伴う新たな顧客 
ニーズの出現

●  オフラインで醸成した膨大な顧客接点に対するオン 
ラインサービス提供の余地

機会
●  デジタル推進人材の不足、育成の遅延

●  デジタル化ありきの非連続な部門戦略の乱立

●  リソース不足による新規ソリューションモデル事業化の 
 停滞

リスク

ソリューション

顧客価値 当社収益
事業機会当社強み顧客課題

顧客価値創出へのデジタル技術の活用

データ・デジタル技術を活用した 
新たなソリューションサービスの拡充・展開

　当社はデジタル技術を用いた業務改善や新たなビジネスチャンスの創出を進めています。これらの取り組みを加速させるためには社員

一人ひとりがデジタル技術とその適用効果を理解し、それを活用して問題解決や創造的な活動を行う能力を高める必要があります。

　2023年7月までに全社員に対するセキュリティを含めた基礎的なデジタルリテラシー獲得のための研修を完了しています。現在は 

さまざまなデジタル施策の推進に必要となる人材の要件、人数を定義し、2024年度下期からは階層別の育成プログラムが始動いたし

ます。今後はデジタル施策を通じてデジタルリテラシーを向上させる好循環が組織全体に定着しデジタル変革が加速することを目指します。

デジタル施策推進とリテラシー向上

共創プラットフォーム
アプリケーション

データウェアハウス

AI基盤 解析基盤マクロ環境データ 顧客データ エンジニアリング 運転データ 業務データ

　当社は、データ・デジタルの活用効果を最大化するための全社共創プラットフォームを構築中です。共創プラットフォームは各

部門に分散したデータを一括管理するデータウェアハウスとAI・解析基盤を中心に構成されており、2024年8月時点でデータ

ウェアハウスの構築、データウェアハウスと基幹システムを中心とした複数の業務データの連携が完了し、間もなくBIツールなどの

アプリケーションによる実務へのデータ活用が開始されます。また、運転管理データの連携と状態予測などへの応用が進捗した

他、統計解析機能の構築にも着手いたしました。こうした取り組みは各部門データのセキュアな一括管理、グループ全体での 

さらなるデータ利活用に寄与しています。

データ・デジタルを利活用するための環境整備

オルガノグループの成長戦略

　また、サイロ化が懸念される部門毎デジタル施策や全社に

導入すべきデジタル技術については昨年度に設置したデジタ

ル活用・統制ワーキンググループにて全社展開するための課

題と施策を立案し、上位会議や委員会での審議を経て実行す

る体制を構築しました。現在は８テーマについて各ワーキンググ

ループによる検討が進められており、課題設定と施策の立案

が完了、具体的な活動が開始されています。

体制

さまざまなシナリオにおける未来の顧客課題に対するソリューション開発が進められています。現在は第四期の創出活動中であり、 

シナリオプランニングを活用できる社員育成を推進しています。

デジタル活用・統制 ワーキンググループ

デジタル活用・統制 委員会

デジタル活用・統制 実行会議

上程・進捗報告 実行指示
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人材戦略

オルガノグループの成長戦略

　人材戦略には、当社グループが経営理念の実現を目指す長期経営計画と、そのための具体的な目標である中期経営計画を 

達成するために、フォーキャストとバックキャストの両視点からギャップを認識して、これを克服するために人的資本を効果的に活用 

することが求められています。

　当社の競争力の源泉は、幅広い産業分野や社会基盤を支える事業で長年培ってきた当社固有のスキル（＝技術、知識、経験）を

身につけた社員と、スキルを効果的に発揮するための組織であり、それらを強化することが人材戦略の要となります。経営陣は、 

グループが成長するために必要なスキルをより具体的に示すとともに、社員の成長を事業成長や課題解決に活かす仕組みを作り 

ます。同時に、社員はより高いスキルを身に着けるために挑戦を続けることで、企業としての競争力を高め続けていきます。

　また、グローバルでビジネスを展開する現代においては、価値を創造し提供することの本質を考え、ステークホルダーの皆様と 

コミュニケーションをとり、多様な価値観を理解することも欠かせません。

　当社グループではこのような考えのもと、社員一人ひとりが成長に対する具体的な目標を掲げて挑戦し、成長を実感することで 

エンゲージメントが高まるように、よりよい働き方を柔軟に提供していきます。

人材戦略の全体像

　ORGANO 2030を実現させるためには、より広い視野と経験に基づく人材の採用プランや育成プランの立案が必要です。優れた

人材の獲得競争が激化する近年においては、人材戦略の推進体制も従来のグループ内知見をベースとしたものからの変革が 

求められます。そのため、新卒者の採用に加えて、当社が求める専門的なスキルを有する人材にターゲットを絞った採用システムや、

リファラル採用（社員が知人・友人を紹介する採用手法）とアルムナイ採用（何らかの理由で自社を退職した人を再び雇用する採用

手法）を推進するために、組織力を強化しています。

　また、社員のスキルを充実させて事業に活かすタレントマネジメントをより実効性の高いものとするため、外部コンサルタントの 

アドバイスも活用しながらスピード感を持って取り組んでいます。

戦略を推進するための体制

　水で培った先端技術で産業と社会基盤の課題解決と発展に貢献するという私たちの成長の源泉は人材であることは言うまでも

ありません。チームや組織で働くことを大切にする当社グループにとって、社会規範を守り、多様性を認め、他者との相互理解が 

できることは、大前提となる人材要件です。また実際の業務にあたっては、経験の浅いうちから仕事の場面で自ら考え判断することも

比較的多く求められます。従って、常に新しい知識や経験を吸収してよりよい自分へ変換・成長しようとする意欲を持てる人、考える

場面において多角的な視点で本質を捉えようとする人、組織の中で全体最適のために何をなすべきかを考える人が当社グループで

求める人材であり、こうした人材を育成していきます。

求める人材像

　挑戦する風土の醸成のため、2023年度より業務改善を実現

した部門に対して業務改善表彰制度を導入いたしました。また、

能力開発や学ぶ意欲、挑戦に対する支援を拡大するために、

資格取得支援制度を拡充し、2024年4月にはキャリア相談 

窓口の開設、選択型研修の導入を行っています。

　協力・推進の強化に向けては１on１を導入し、上司と部下の

人間関係強化を実施しており、人事異動（ローテーション）を 

推進することで経験と知による挑戦と変革を実現する取り組み

を推進しています。

そのための取り組み

　ORGANO 2030を実現しその先へと成長を続けるために、その 

源泉である人材の価値を高め、経営戦略と連動させることに注力して 

いきます。そのため、社員一人ひとりのスキルを定量的に把握して経営に

活かすタレントマネジメントを充実させながら、成長への意欲が挑戦する

風土を醸成し、より高いパフォーマンスの発揮によってさらにエンゲージ 

メントが高まるという一連のサイクルが生まれる仕組み作りを戦略の軸と

しています。そのなかで、「働き方改革」「スキルの可視化と成長の実感」

「ダイバーシティの推進」などの重点課題に取り組んでいます。

人材戦略に関する基本的な考え方

取締役常務執行役員
経営統括本部長 本多 哲之

変革

協力・推進

本質的
思考力

挑戦

学ぶ意欲

経営戦略と人材戦略の連動

経営戦略

人材戦略

採用　評価　報酬 育成　研修　働き方 福利・給与厚生　健康管理

データ活用・タレントマネジメント

ORGANO 2030達成に向けた全体像

現状の人的資本　As is経営戦略　経営計画　事業計画

ORGANO 2030
・最適な人材ポートフォリオ
・リスキリング推進
・ダイバーシティ推進
・働き方改革 As is-To beギャップ

の定量把握
経営戦略と
人材戦略の連動

一人ひとりが働きがいと活力に満ちた職場

エンゲージメント向上

専門スキルを持つ多様な人材と組織で
水や環境に関わる課題を解決し成長を続けます。
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人材戦略

オルガノグループの成長戦略

　エンジニアリングセンターでは、2023年度より将来を支える人材育成を推進するために、人材のさまざまなキャリア事例（プロセス

エンジニア、プロジェクトマネージャー、運転管理・工事・試運転・制御マイスター・設計スペシャリスト・データエンジニアなど）を提示し、

効果的なローテーション計画が実行できるよう「目標面接・評価面接」を通して、社員と目指すエンジニア像の共有を図っています。

キャリアは、一貫納入を経験することでプロジェクトの全体像を掴むことからスタートし、グローバルを経験しながら自身の強みを活かし、

新たなスキルを獲得する計画としています。また、開発センターでは、従来より3年に一度程度の周期でセンター内の部署異動を 

行い、水処理技術に関するさまざまな視点から知見や経験を得て、新たな発想で開発に活かせるように取り組んでいます。

当社の将来を支える人材のキャリア事例 ダイバーシティへの取り組み

ワーク・ライフ・バランス
　オルガノでは従業員のワーク・ライフ・バランスの充実を図るため、柔軟な働き方をサポートするさまざまな制度を整えています。また、 

長時間労働の撲滅に向けた活動を推進し、社員の健康をサポートする仕組みづくりに取り組んでいます。

　法定外労働時間の削減は当社グループの重要課題（マテリアリティ）の一つでもあります。たとえば、課題である長時間労働に 

ついては、組織改革による業務遂行体制の見直しを行う他、DXの活用による業務効率化を進めています。その結果、2023年度 

には年600時間を超えて法定外労働（時間外労働）をした従業員の数は大幅に減少しました。

　さらに、当社は法定以上に手厚い出産・育児関連制度を設けています。たとえば、妊娠休暇や妊娠時の通院休暇、産前産後休暇

（産前6週・産後8週）の取得期間中の給与を100％保障しています。2023年度の育児休業取得率については、女性社員は 

これまでと同様に100%でしたが、男性社員の育児休業取得率は2019年度の28.1％から2023年度の76.4％へと大幅に増加 

しました。また子供が小学校３年生になるまで対象となる育児短時間勤務制度の導入や、地域限定勤務を可能とするコース転換 

制度の制定など、社員のライフイベントに配慮しています。育児休業を経て管理職になった女性社員もおり、安定してキャリアを築ける

環境があると言えます。

　また、柔軟で効率的な働き方ができるよう、コアタイムの無いフレックスタイム制度や半日休暇制度、在宅勤務制度を導入し、ICT 

（通信技術を活用したコミュニケーション）による業務効率化を推進しています。加えて、有給休暇取得率向上策の一環として、 

有給休暇取得奨励日を定める他、夏季休暇や勤続15年と25年のリフレッシュ休暇（特別休暇）と有給休暇を併用しての長期休暇

の取得を奨励しています。

女性活躍推進

子育て世代の女性従業員が育児とキャリアを両立できるよう、法定を超える出産・育児関連制度を制定し、柔軟な
働き方を可能とする仕組みづくりを推進中。また、2030年までに女性管理職を50名（2024年3月時点25名）まで
増やすことをグループのマテリアリティに位置付けている。こうした取り組みが認められ、女性が職場で能力を 
発揮し活躍できる環境づくりを推進する企業に与えられる「えるぼし」認定を厚生労働大臣から授与される。

障がい者雇用 現在の障がい者雇用率2.49％（2024年3月現在）をさらに高めるべく、雇用拡大に尽力。

グローバル人材
活用

海外事業の拡大にともない、異なる価値観や異文化の経験を活かせるグローバル人材の雇用、育成を推進。

多様性確保に
向けた
内部環境整備

さまざまな個性やバックグラウンドを持つ多様な従業員一人ひとりが能力を発揮し、成長を実感できる環境構築を進めている。 
男性社員が中心であった施工管理担当部署に女性社員を配属し、外国籍社員に対しては日本語教育の充実化や社員食堂 
での配慮、祈祷室の設置など、多様なバックグラウンドに配慮した取り組みを実施。

シニア人材の活用 60歳定年退職後も培ってきた技能や専門知識を活かして意欲的に働けるよう、70歳までの再雇用制度を導入。

取り組み

　オルガノグループは「オルガノグループ企業行動指針」において「一人一人がその能力を発揮できる快適な職場をつくる」ことを掲げ、 

一人ひとりの人権、多様性、個性を尊重し、国籍・性別・信条・身体的条件・社会的身分などによる差別を行わないことを宣言しています。

　そして、「さまざまな考え方が交錯してこそ、企業価値を向上させるイノベーションが実現する」という考え方のもと、従業員の多様性を

確保するために、女性活躍推進、障がい者雇用、グローバル人材活用、シニア人材活用、育児支援、働き方改革といった諸施策に 

取り組んでいます。

基本的な考え方

　多様な人材が活躍し、働きがいのある職場づくりを目指して、重要課題（マテリアリティ）として①さまざまな意思決定における 

多様性（立場・考え方）を担保するために国内グループ会社の女性管理職50名の達成を目指します。②社員が多様な能力を向上し、

発揮することが働きがいと捉え、その実現の為人材育成と制度の充実に取り組み一人あたりの研修費を10万円とします。③社員が

心身ともに健全で働き甲斐を実感できる労働環境を提供し、年間の法定時間外労働時間600時間を超える社員を0人とします。

人材戦略のKPI

2025年度〜2027年度 2028年度〜2030年度

新規ビジネス・展開地域の拡大 新規ビジネス・展開地域の拡大

年間の時間外労働時間が660時間を超える社員を0人に 年間の時間外労働時間が600時間を超える社員を0人に

メンバーシップ型とジョブ型の人事制度の成熟した融合 ジョブ型雇用の成熟による専門性に裏付けされた事業展開拡大

アセスメントと選択型研修のセットスタイルが確立 一人あたりの研修費10万円が達成されている

タレントマネジメント・リスキリングの国内グループ展開完了 グルーバル基準での人材育成と評価・プロモーションの実施

国内グループ会社の女性管理職40名達成 国内グループ会社の女性管理職50名達成

エンジニアのキャリア事例

①品質の高い水バラ・フロー・運転諸元を
作成できるプロセスエンジニア
純水・回収・排水処理の運転プロセスを

幅広く理解している計画スキルの高いエンジニア

受注スキル
（営業・開発・計画）

納入スキル
（EPC、O&M）

企画スキル
（企画・管理）

★入社・配属

一貫納入 （3年程度）

試運転 （5年程度）
1年または1案件ごとに

計画⇔試運転をローテーション

グローバルエンジニア（海外現法、GEC/ECA含む） （3－5年程度）

設計統括 （3年程度）

計画 （5年程度）

②顧客のニーズに対して最適な
分離精製技術を提案する受注系マイスター
純水・回収・排水処理の原理原則を正しく理解し、

適切に顧客対応できるエンジニア

受注スキル
（営業・開発・計画）

納入スキル
（EPC、O&M）

開発

企画スキル
（企画・管理）

★入社・配属

一貫納入 （3年程度）

1年または
1案件ごとに
開発⇔計画を
ローテーション

グローバルエンジニア（海外現法、GEC/ECA含む） （3－5年程度）

営業/事務企画（3年程度）

計画 （5年程度）

計画 （5年程度）計画
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オルガノグループの

サステナビリティマネジメント

当社における重要度重要 非常に重要

非常に重要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
お
け
る
重
要
度

　国際社会の動向や当社グループの事業と関係性が深い社会課題を「ステークホルダーにおける重要度」、「当社における 

重要度」の2つの視点で評価し、重要度の高い課題を抽出しました。それらの課題について取締役会を含む社内会議で議論し、 

その中で特に重要度の高い課題を重要課題（マテリアリティ）に特定しました。

特定プロセス

経営理念、長期経営ビジョン、ORGANO 2030（長期経営計画）、中期経営計画、事業戦略、
事業環境、ESG評価基準・GRIガイドライン（サステナビリティに関する国際的なガイドライン）等から
マテリアリティ候補を抽出

キーワードの抽出

抽出したマテリアリティ候補をORGANO 2030の骨子である「継続的な事業成長の実現」と「事業基盤の 
構築」で整理し、ステークホルダーとの関係、リスクと機会、当社製品・サービスの提供価値、社会課題への 
寄与などの当社にとっての重要性の観点から評価し、重要課題（マテリアリティ）を仮定

重要度の評価

サステナビリティ実行会議・サステナビリティ委員会での議論、社外有識者へのヒアリングなどを通じて妥当性
を評価

妥当性の評価

取締役会において重要課題（マテリアリティ）を決定
重要課題

（マテリアリティ）の特定

特定したマテリアリティ

①持続可能な地球環境への貢献
・ 水資源問題への対応
・ 気候変動への対応
・ 環境配慮型製品・サービスの拡充
・ 3R（リユース・リデュース・リサイクル）の推進
・ 生物多様性の保全
②技術力を活かした高付加価値製品・サービスの提供

暮らしや産業および事業のために必須の地球環境保全と
事業活動による価値創出に関わるもの

③ガバナンス強化とコンプライアンスの徹底
・ 労働安全衛生の推進
・ 人権の尊重
・ コンプライアンスの強化
・ リスクマネジメントの強化
④多様な人材が活躍し働きがいのある職場づくり
⑤サプライチェーンマネジメントの強化

社会的責任を果たしながら継続的に事業を行うための
ベースとなるもの

事
業
基
盤
の
構
築

継
続
的
な
事
業
成
長
の
実
現

重要課題（マテリアリティ）

わたしたちオルガノは、ステークホルダーとともに、未来に向けて持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指します

　2022年に策定したサステナビリティ方針は、事業活動の持続可能性を高めるとともに、持続可能な社会および地球環境の実

現に向けた取り組みを行う上で指針となるものです。当社はこのサステナビリティ方針を中長期経営計画に織り込み、事業活動と

ESGへの取り組みを連動させた経営を推進しています。

　コンプライアンスの徹底とガバナンスの強化によって事業基盤を固め、水で培った最適化技術を持続的に発展させることで、当

社グループはこれからも、お客様のサステナビリティ課題の解決を支援し、水環境の保全や地球温暖化防止に貢献する製品やサー

ビスの提供を推進していきます。

※ “水で培った最適化技術”には、水処理に関わる分離精製、分析技術やエンジニアリングにおける技術の追求と、その組み合わせによって社会のニーズに
合致した最適なシステムやサービスを提供するという意味が込められています。

E S

水で培った最適化技術※で、水環境保全や 
温暖化防止に貢献する環境配慮型製品・ 
サービスを提供します

人権および多様な価値観・個性を尊重し、 
従業員一人ひとりが成長し活躍する職場づくり
を推進します

すべてのステークホルダーとの対話と連携を
重視し、誠実かつ公正な企業活動を遂行します

G

サステナビリティ方針

　当社グループはサステナビリティ経営推進のための施策を企画・立案・監督する組織として「サステナビリティ委員会」を設置して

います。また、同委員会が決定した施策を具体的に推進する実行組織として「サステナビリティ実行会議」を置いています。

　サステナビリティ実行会議では、そのときどきのサステナビリティ課題に応じてワーキンググループを立ち上げ、関係する事業部門・

グループ会社からワーキンググループ員を招集し、課題解決に向けた取り組みを行っています。

　2024年10月現在、サステナビリティ実行会議には５つのワーキンググループがあり、それぞれの取り組み（GHG排出量の算定･

削減施策、SDGs達成に向けた施策、CSR調達の推進、TCFD提言への対応）を行っています。

　サステナビリティ実行会議が実施する施策の進捗状況は、サステナビリティ委

員会に報告され、同委員会で協議・検討されたのちに取締役会に報告され、取締

役会がこれを監督・承認します。

　サステナビリティ委員会は最低でも年に２回開催することが決められており、緊

急の検討事項がある場合には臨時で開催することができます。2023年度の実

績では、計5回開催されました。

サステナビリティ推進体制

各部署・グループ会社

事務局：サステナビリティグループ

サステナビリティ実行会議（各種ワーキンググループ）

報告・提案 監督・指示

取締役会

サステナビリティ委員会

報告 監督・承認

オルガノグループのサステナビリティ
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重要課題（マテリアリティ）の一覧

マテリアリティ 取り組み姿勢 指標
（Key Performance Indicator/KPI）

基準年
（取り組み開始年）

2030年度
目標

2023年度
実績

詳細
記載ページ

継
続
的
な
事
業
成
長
の
実
現

① 持続可能な 
地球環境への貢献

●  水資源問題への対応
●  生物多様性の保全

・ 排水処理や回収技術の提供を通じて、 
産業や暮らしの水利用における健全な水循環の保全と水資源確保に貢献します。

・ 排水処理、省エネ・省資源効果のある製品やサービス、廃棄物削減など、 
当社のマテリアリティへの取り組みで生物多様性の保全に寄与します。

①-1　 当社が新たに納入する装置で処理され、 
工場などから外部に放出された排水量 2023

累計
6,000万m3

2,072万m3 P69

①-2　 当社が新たに納入する装置で 
回収再利用された水量 2023

累計
25,000万m3

1,231万m3 P69

気候変動への対応 事業活動におけるエネルギー使用を最適化し、 
気候変動の緩和に貢献する商品・サービスの提供を通じて、持続可能な社会の実現に貢献します。

①-3　 SBTi*1提示法に則ったScope1・2  
CO2排出量の削減率

2021
（=基準年）

42％削減
CO2排出量：6,692 t-CO2 
（2021年度比35％減） 

集計範囲：国内外グループ会社
（一部のグループ会社を除く）

P66

①-4　 SBTi*1提示法に則ったScope3  
CO2排出量の削減率

2021
（=基準年）

脱炭素社会の実現に向けて
ステークホルダーと協調して

削減に取り組む

CO2排出量：1,393,427 t-CO2 
（2021年度比47％増） 

集計範囲：国内外グループ会社
（一部のグループ会社を除く）

P66

●  環境配慮型製品・ 
サービスの拡充

●  ３Rの推進

・ 省資源・省エネに寄与する製品やサービスを創造・実用化し、提供することを通じて、 
お客様も含めた企業活動における環境負荷を低減します。

・ 当社の技術・サービスで、お客様も含めた企業活動で発生する廃棄物の３Rを推進します。

①-5　 当社技術・製品の適用によるCO2削減量 2023
累計

32,000 t-CO2
3,740 t-CO2 −

①-6　 当社技術・製品の適用による汚泥削減量 2023
累計

10,000 t
2,587.1 t

対象：オルガノ P69

② 技術力を活かした 
高付加価値製品・サービスの提供 お客様のサステナビリティ課題を解決する新たな技術やサービスを継続的に開発し提供します。

② 　   お客様のサステナビリティ課題を 
解決することを付加価値とした 
環境配慮型製品・ サービスの開発件数

2023 2件/年 5件
対象：オルガノ P70

事
業
基
盤
の
構
築

③ ガバナンス強化と 
コンプライアンスの 
徹底

労働安全衛生の推進 事業活動における安全衛生を確実にするための社内指導や教育を充実し、 
重大な休業災害ゼロを目指します。 ③-1　 重大な休業災害*2の発生件数 2022 0件/年 重大な休業災害 

発生件数6件 P71

コンプライアンスの 
強化

公正で自由な競争に基づく適正な取引を維持し、 
広く社会にとって有用な存在であり続けるためコンプライアンスの強化を推進します。

③-2　 前年度末在籍対象者の 
コンプライアンス関連研修履修率 2022 100%

履修必須講座27件中 
履修率100％達成：20件 

100%未達：7件
対象：オルガノ

P61

人権の尊重 人権に関する国際規範を支持・尊重し、 
企業の社会的責任を果たしていくために人権尊重についての取り組みを推進します。

③-3　 前年度末在籍対象者の 
人権関連研修履修率 2022 100% 100% 

対象：オルガノ、国内グループ会社 P72

リスクマネジメントの 
強化

経営理念を実現するため、 
長期経営ビジョンにおけるリスクを認知し適切に対処するリスクマネジメント能力を高めていきます。

③-4　 当社が定める「重要リスク」に 
対するPDCA実施率 2022 100% 100%実施 P59

④  多様な人材が活躍し 
働きがいのある職場づくり

さまざまな意思決定における多様性（立場・考え方）を担保します。 ④-1　 管理職（国内グループ会社）に 
占める女性の人数 2022 50人 25人 P48

社員が多様な能力を向上し発揮することが働きがいと捉えて、 
その実現のため人材育成と制度の充実に取り組みます。

④-2　 一人あたり研修費用 
（海外も含むグループ全社員） 2022 100,000円/人 67,555円/人 P47

社員が心身ともに健全で働きがいを実感できる労働環境を提供します。 ④-3　 年間の法定外労働時間の上限を超過する社員数 
※国内グループ会社のみ 2022 600時間/年

0人
600時間/年

5人 P48

⑤ サプライチェーンマネジメントの強化 当社グループのCSR推進ガイドブックに基づいたサプライヤーの取り組みを支援し、 
グループサプライチェーンのCSR意識と遵守を向上します。

⑤　　 主要サプライヤーの 
CSR推進ガイドブック遵守企業数 2022 遵守企業数

300社以上
調査企業数 
国内100社 P73

*1：SBTi（Science Based Targets Initiative：科学的根拠に基づく二酸化炭素排出量削減目標を立てることを企業に求めるイニシアティブ）が定める二酸化炭素排出量の算定基準。
*2：休業4日以上

集計対象：原則として国内外グループ会社を対象としていますが、例外については項目ごとに集計対象を記載しました。

オルガノグループのサステナビリティマネジメント

オルガノグループのサステナビリティ
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Governance −ガバナンス−

（1）  株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

（2）  株主・投資家、消費者・顧客、取引先、従業員、地域社会など、幅広いステークホルダーの利益を考慮し、 

それらステークホルダーと適切に協働する。

（3）  会社情報を適時・適切に開示し、透明性を確保する。

（4）  取締役、監査役及び執行役員は、受託者責任を認識し、求められる役割・責務を実効的に果たす。

（5）  株主との間で建設的な対話を行う。

「コーポレートガバナンス・ガイドライン」
https://www.organo.co.jp/sustainability/governance/guideline/

　当社は、公正かつ信頼性の高い経営の実現と経営効率の向上を目指し、以下の基本的な考え方に沿って、コーポレート 

ガバナンスの充実に取り組んでいます。

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

株主総会

会計監査人

連携

連携

会計
監査

監査経営意思決定・
監督選定

監査
選任・
解任

内部
監査

各部署

コンプライアンス委員会

リスクマネジメント委員会

経営会議

サステナビリティ委員会

月次事業報告会

代表取締役社長 内部監査部門

答申諮問 答申諮問

選任・解任選任・解任

計3名（独立社外監査役2名）
監査役（会）

計5名（独立社外取締役5名）
特別委員会

計6名（独立社外取締役5名）
指名・報酬委員会

計9名（独立社外取締役5名）
取締役会

連携

独立社外
取締役

業務執行
取締役

独立社外
監査役

監査役

コーポレートガバナンス体制図

　取締役会の任意の諮問機関として設置しており、当社支配

株主（東ソー株式会社）およびその子会社との重要な取引等

において、少数株主の利益保護の観点から審議し、取締役会

に答申または報告を行います。

特別委員会
　取締役会の任意の諮問機関として設置しており、取締役 

および執行役員の選解任等の役員指名や役員報酬等に 

関する事項を検討し、取締役会に答申または報告を行います。

指名・報酬委員会

コーポレートガバナンス体制

オルガノグループのサステナビリティ

取締役会の規模・構成
　取締役会は、経営全般に対する監督機能を発揮して経営

の公正性・透明性を確保するために適切な規模・構成として 

います。また、取締役会の審議が多面的かつ実効的に行われ

るためには、取締役会の多様性を確保することが有用であると

考えており、当社が持続的に成長し、長期的な企業価値の 

最大化を図るために必要な知識・経験・能力等を特定し、 

それらを有する取締役をバランスよく選任し、取締役会全体で

補完する体制としています。
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取締役会の規模・構成の推移

コーポレートガバナンス強化に向けた変遷

●役員構成　●役員報酬　●CG体制　●その他

2014年 ●  社外取締役の1名選任

2015年 ● 社外取締役の2名選任 
 ●  「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定

2016年 ● 報酬委員会設置 
 ●「役員等に求められる資質・能力」を規定 
 ● 業績連動報酬比率の大幅拡大 
 ●  取締役任期を2年から1年に短縮

2018年 ● 中長期連動報酬（株式）制度の導入 
 ●  取締役解職検討基準を規定

2019年 ● 社外取締役３名就任 
 ● 指名・報酬委員会設置 
 ● 親会社の指名・報酬諮問委員会との協議会を設置

2020年 ●  社外取締役の比率が３分の1以上に

2021年 ●「取締役の報酬等の決定に関する方針」を制定 
 ● 取締役会に求められるスキルの特定 
 ●  サステナビリティ委員会設置

2022年 ●  特別委員会設置

2023年 ● 女性取締役1名選任 
 ●  社外取締役の比率が過半数に

2024年 ● 女性取締役2名選任 
 ● リスクマネジメント委員会設置 
 ●  役員育成計画の策定

　オルガノグループは、これまで水で培ってきた技術・サービスを

駆使して、産業分野で必要とされる高度な水処理や、社会基盤

となる自然環境の保全と人々の豊かな生活に必要な水の創造

など、産業・環境・生活の調和に貢献することが当社グループの

大きな使命であると考えており、「経営理念」「長期経営 

ビジョン」のもとグループの長期持続的な成長と企業価値の 

向上に取り組んでおります。

　その中で、コーポレートガバナンスは基盤として欠かせない 

重要な役割を担っていると認識しており、これまでも透明・公正

かつ迅速・果断な意思決定やモニタリング機能の強化等を目的

として強化・見直しを図ってまいりました。今後も、グループの 

企 業 価 値 向 上を支える基 盤として最 適なコーポレート 

ガバナンスのあり方を継続的に追求してまいります。
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役員一覧（2024年6月27日現在）

取締役社長
代表取締役
社長執行役員

山田 正幸
1985年  ４月  東洋曹達工業（株）
    （現　東ソー（株））入社
2019年  ６月  東ソー（株）取締役常務執行役員
  研究企画部長兼機能商品セクター長

兼エンジニアリングセクター長
 当社取締役
2021年  ６月 当社取締役専務執行役員
2022年  ６月  当社取締役社長（代表取締役） 

社長執行役員（現在）

社外取締役

平井 憲次
1981年  ４月  財団法人相模中央化学研究所
   （ 現　公益財団法人相模中央化学研究所）
 入所
1990年  ４月  同所主任研究員
1998年  ４月  同所主席研究員
2002年  １月  同所副所長
2004年  ４月  同所副理事長・所長
2018年12月  同所副理事長（代表理事）・所長
2019年  ４月  同所副理事長（代表理事）・研究顧問
2019年  ６月 当社社外取締役（現在）
2021年  ６月  公益財団法人相模中央化学研究所

研究顧問

取締役　
常務執行役員　
プラント本部長

中山 泰利
1984年  ４月 当社入社
2014年  1月  オルガノ（アジア）SDN.BHD.  

取締役社長
2016年  ６月  当社執行役員
2018年  ６月  当社取締役兼執行役員プラント本部 

副本部長兼プラント事業部長
2021年  ６月  当社取締役常務執行役員
  プラント本部長兼エレクトロニクス 

事業部長
2024年  6月  当社取締役常務執行役員プラント本部長（現在）

取締役
常務執行役員
技術開発本部長

須田 信良
1984年  4月 当社入社
2013年  1月  オルガノ（蘇州）水処理有限公司董事長兼総経理
2017年  ６月  当社執行役員経営統括本部経営企画部長 

オルガノ（ベトナム）CO.,LTD.会長
2019年  ６月  当社取締役執行役員
 経営統括本部長兼経営企画部長
2021年  ６月  当社取締役常務執行役員
  技術開発本部長兼開発センター長
2023年  ６月 当社取締役常務執行役員技術開発本部長（現在）

取締役
常務執行役員
経営統括本部長

本多 哲之
1986年  ４月 当社入社
2012年  ４月  オルガノ（アジア）SDN.BHD.取締役社長
2018年  ６月  当社執行役員
 プラント本部電力事業部長
2020年  ６月  当社執行役員
 技術開発本部開発センター長
2021年  ６月 当社取締役執行役員
  経営統括本部長兼経営企画部長
2023年  ６月 当社取締役常務執行役員
 経営統括本部長（現在）

社外取締役

和田 守史
1978年  3月 栄研化学（株）入社
2006年  6月 同社執行役
2011年  ４月 同社常務執行役
2011年  ６月 同社取締役兼常務執行役
2014年  ６月 同社取締役兼代表執行役社長
2021年  ６月 同社取締役兼代表執行役会長
2022年  ６月 同社取締役会長（現在）
2023年  ６月 当社社外取締役（現在）

社外取締役

安部 大作
1980年  4月  （株）日本興業銀行入行
2019年  6月   （株）みずほフィナンシャルグループ 

副会長執行役員内部監査グループ長 
兼特命事項担当役員

 みずほ信託銀行（株）取締役（監査等委員）
  みずほ証券（株）取締役（監査等委員）
  みずほリース（株）社外取締役
2020年  4月   （株）みずほフィナンシャルグループ理事
2020年  6月 みずほリース（株）取締役会長（社外取締役）
2022年  6月  同社常任顧問
 日鉄興和不動産（株）社外取締役（現在）
2023年  6月 当社社外取締役（現在）
2024年  6月  （株）ニッスイ社外取締役（現在）

社外取締役

児玉 直美
1993年  ４月  通商産業省（現　経済産業省）入省
2013年  ４月 一橋大学経済研究所准教授
2016年  ４月  一橋大学国際・公共政策大学院准

教授
2018年  ４月 日本大学経済学部教授
2021年  ４月  明治学院大学経済学部教授（現在）
2024年  ６月 当社社外取締役（現在）

社外取締役

花野 信子
1991年  ４月  （株）野村総合研究所入社
2000年10月   弁護士登録（第一東京弁護士会）（現在） 

光和総合法律事務所入所
2004年10月 同所パートナー（現在）
2019年  ３月 カンロ（株）社外監査役（現在）
2021年  6月 当社社外監査役
2023年  ６月 当社社外取締役（現在）

取締役

　私は２０２３年に社外取締役になりました。当社は、過去数年の中でコーポレート 

ガバナンス改革を積極的に進め、持続的な成長と企業価値の向上に努め、改革を 

推進してきましたが、これからの数年が大きな節目になると思います。当社の強みである

縦横の連携と卓越した技術を武器に未来を切り開く可能性への挑戦に向けて、将来

に対する責任を社外取締役としても痛感しています。経営経験者として求められること

に応えて参りたいと気持ちを新たにしていますが、そのためにも当社の経営理念にある

「水で培った先端技術を駆使して、未来を創る産業と社会基盤の発展に貢献する」や

環境理念にある「企業活動のあらゆる面で、美しい地球環境との共存と共生に 

貢献していく」を私も共有し、大切にします。その上で、善管注意義務を意識し、さまざま

なステークホルダーの視点をもって監督に努めて参ります。経営理念の目的に向かって、

グローバルに、組織内で響き合いながら働く当社の強みを企業文化に昇華し、社会に

貢献していく一助になって参ります。

社外取締役

和田 守史

常勤監査役

田實 嘉宏
1985年  4月  東洋曹達工業（株）
  （現 東ソー（株））入社
1995年  4月  同社経営管理室
2005年12月  同社経営管理室兼新システム
 プロジェクトチーム
2008年  1月  同社経営管理室
2010年  6月  プラス・テク（株）社外監査役
 東邦アセチレン（株）社外監査役
 東ソー（株）経営企画・連結経営部
2013年  2月  同社監査役会事務局長
2019年  6月  同社監査室長
2022年  5月  同社執行役員監査室長
2022年  6月  当社執行役員経営統括本部副本部長
2023年  6月  当社常勤監査役（現在）
2024年  6月  太平化学製品（株）社外監査役（現在）

社外監査役
弁護士
公認会計士

樋口 達
1993年10月  監査法人トーマツ
  （現 有限責任監査法人トーマツ）入所
1997年  ４月  公認会計士登録（司法修習期間は除く） 

 （現在）
2002年10月  弁護士登録（第一東京弁護士会）

（現在）
  成和共同法律事務所
  （成和明哲法律事務所）入所
2007年10月  同所パートナー
2016年  6月  丸紅建材リース（株）社外取締役
  （監査等委員）（現在）
2018年10月  大手門法律会計事務所代表パートナー
  （現在）
2019年  6月 当社社外監査役（現在）
2019年10月  アドバンス・レジデンス投資法人
 執行役員（現在）
2022年  3月  公益社団法人日本プロゴルフ
 協会監事

社外監査役

児玉 弘仁
1981年  4月  カゴメ（株）入社
2006年  6月  同社執行役員経営企画室長
2008年  6月  同社取締役執行役員総合研究所長
2011年  6月  同社取締役常務執行役員総合 

研究所長
2013年  4月  同社取締役常務執行役員アジア 

事業カンパニーＣＥＯ
2015年10月  同社取締役常務執行役員
 シェアードサービス準備室長
2016年  4月  同社取締役常務執行役員
  カゴメアクシス（株）取締役社長
  （代表取締役）
2018年  3月  ダイナパック（株）社外監査役
  カゴメ（株）取締役
  （常勤監査等委員）
2020年  3月  ダイナパック（株）社外取締役
  （監査等委員）（現在）
2023年  6月  当社社外監査役（現在）

監査役

Governance −ガバナンス−

社外取締役メッセージ

オルガノグループのサステナビリティ

可能性への挑戦に向けて
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　 また評価結果および今後の取り組みは以下の通りであり、これらの実施により取締役会のさらなる改善を図っていきます。

　・資本コストや株価を意識した経営の実現に向けて
　　 外部専門講師を招聘しての研修に自社固有の課題を盛込むことなどで、取締役会構成メンバーと関連部門長の資本コストを 

意識した経営のリテラシーの底上げを図るとともに、自社の課題についても実践的な討議を行います。
　　これらを基に、市場（投資家）との適切な対話や、中長期経営計画への反映等について、取締役会への共有を進めていきます。

　・事前説明による審議の実効性向上
　　 取締役会での審議事項のうち、特に重要である案件については、取締役会での論点の明確化や議論の充実を図るため社外 

取締役や監査役への事前の情報共有と必要に応じて説明を実施いたします。その一例として、重要案件の審議体である経営
会議やリスクマネジメント委員会等への参加を促していきます。

　・「デジタル&データ活用による価値創出と提供」や「人的資本への投資と経営戦略との整合」に関する議論
　　 これらのテーマは当社においても近年重要性を増している課題であると認識しております。このため、当社の取り組み内容と 

進捗を取締役会に報告することで共有を図り、議論を進めていきます。

※2024年4月1日付で、短期インセンティブ報酬の改正をいたしました。

　業務執行取締役の報酬制度については、固定報酬（金銭）に加えて、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上を目的 

として、経営方針および経営目標に合致した業務執行を促し、短期および中長期の経営目標達成への強いインセンティブとなる 

報酬体系・報酬水準としています。社外取締役を含む非業務執行取締役の報酬制度については、その監督・監視機能を有効に 

機能させることを目的として、固定報酬（金銭）のみとしています。なお、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を 

設置し、報酬等の決定に係るプロセスの客観性および透明性を確保しています。

基本方針

業務執行取締役の報酬制度の概要

報酬 概要

①固定 ・役位に応じて決定
・金銭報酬

② 短期 
インセンティブ

・業績と報酬との関係性の明確化の観点から、当社グループの重要な経営指標である「連結営業利益額」を業績評価指標としている
・連結営業利益額に応じて0～130%の範囲で変動
・金銭報酬

③ 中長期 
インセンティブ

・ 中長期的な企業価値の向上および株主との利害関係の一致の観点から当社グループの重要な経営指標であり、資本効率性を示
す連結自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）を業績評価指標としている

・連結ROEに応じて0～200%の範囲で変動
・信託を用いた株式報酬

業務執行取締役の報酬構成比率

①固定報酬 ③中長期インセンティブ報酬②短期インセンティブ報酬

※代表取締役社長の場合

36% 39% 25%

役員報酬

　・取締役・社長候補者の適格性および育成方針に関する議論
　　 当社グループを成長させるために、経営者に相応しい資質・経験・知識を活かし、変革できる経営人材を育成することを目的 

として役員育成計画を策定しました。今後は計画に則り、役員育成の強化を図っていきます。

　・リスク管理体制の強化（グループガバナンスの強化）
　　 コンプライアンスグループの設置や経営トップからのメッセージの発信、周知活動等により現場の意識の底上げを図りました。 

また、海外子会社を含めたグループ監査体制の強化等グループ全体のガバナンス強化体制構築を進めてきました。さらに 
リスクマネジメント委員会の立ち上げに向けて、リスク評価等のリスク管理の実効性向上に向けた議論を取締役会にて実施 
しました。今後も取締役会にてこれらの実効性についてモニタリングしていきます。

　・収益力・資本効率等を意識した経営計画、人的資本への投資等、取り組むべき課題の議論の充実化
　　 これらの課題につきましては、当社の長期経営計画および中期経営計画の討議テーマとして、執行側を中心に議論し、議論の

内容や今後の方向性について、適宜取締役会に報告し、取締役会からのコメントにも対応しました。

　 2022年度を対象とした評価結果を踏まえて、以下の取り組みを行いました。

2023年度に実施した主な取り組み

　当社は、毎年、全取締役および監査役を対象にアンケートを実施し、その結果を参考に取締役会全体の実効性について 

分析・評価を行い、取締役会の機能維持・向上に向けた取り組みについて議論しています。

取締役会の実効性評価

オルガノグループのサステナビリティ

Governance −ガバナンス−

　 2024年度に実施した実効性に関する分析・評価の概要は以下の通りです。

2023年度の評価結果および今後の取り組み

取締役（9名）、監査役（3名）計12名実施対象

2023年度（2023年4月~2024年3月）対象期間

2024年3月～5月実施期間

第三者機関によるアンケート実施方式

取締役のスキルマトリックス
　当社が持続的に成長し、中長期的な企業価値の最大化を図るために、取締役として備えるべき知識・経験・能力等のスキルを

特定した上で、取締役会全体としてバランスのとれた構成となるように取締役候補者を選任する方針としております。

　この方針に基づき、中長期経営計画を実現するために必要なスキルとして、以下の項目を特定いたしました。各取締役のスキ

ルバランスは適切にとれていると考えております。

（注）各取締役候補者の特に専門性や経験の発揮を期待しているスキルに◎印をしております。

氏　名 企業経営・ 
経営戦略 財務・会計 法務・

リスクマネジメント グローバル 営業・
マーケティング テクノロジー 人材戦略 サステナビリティ

山田 正幸 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
中山 泰利 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
須田 信良 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
本多 哲之 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
平井 憲次（社外） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

和田 守史（社外） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

安部 大作（社外） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

花野 信子（社外） ◎ ◎

児玉 直美（社外） ◎ ◎ ◎ ◎
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　当社では、従来、リスク管理部門が統括管理する形で、全社での

PDCAサイクルを回しておりましたが、主要なリスクをより適切に 

管理するために2024年4月1日付でリスクマネジメント委員会を 

設置し、同委員会が中心となってリスクマネジメントを推進していく

体制に変更いたしました。なお、同委員会は業務執行取締役 

および役付執行役員ならびに主要リスク主管部門の部門長 

および子会社の社長から選任された者で構成されております。

　当社グループでは、リスクごとにリスク対策の方向性が大きく 

異なることから、リスクをリスク起因（内部要因・外部要因）と経験

（新規性が高い・反復的）を軸とした４象限に区分しております。

　各部署・各グループ会社は毎年リスクを洗い出し、戦略リスクは「影響度」と「不確実性」、オペレーショナルリスクは「影響度」と 

「顕在化可能性」の２つの評価軸に基づいて評価を行います。リスクマネジメント委員会は、一定以上の評価結果となったリスクを 

抽出しそれらを統合・評価した上で主要なリスクの候補を抽出するとともに、主要なリスクごとにリスク対応の主管部門を選定します。

抽出された主要なリスクおよびその主管部門は取締役会にて議論した上で決定されます。

　リスク対応の主管部門はリスク管理計画を策定し、リスク

マネジメント委員会が当該計画を決議します。決定した管理

計画は主管部門の主導で実行し、リスクマネジメント委員会

で状況をモニタリングします。リスクマネジメント委員会が 

取締役会へリスク管理計画の進捗状況を報告することで、

取締役会はリスク対応の進捗状況を監督いたします。

　また監査室が独立した立場からリスク管理プロセスの 

運用状況について評価を行うことにより、リスク管理の 

有効性を高めます。

リスク管理プロセス

リスクマネジメント
リスク分類 リスク項目 内容 対応

（1）
戦略リスク 
_エマージング
リスク

海外事業

･  米中対立を背景とした輸出入規制、台湾有事･台中 
関係の緊張の高まりによる事業活動の制限など、進出先 
の国･地域の政治経済の混乱や法規制等のカントリー 
リスク

･  差別化技術の確立、代替品の確保･提案によるサプライチェーンの強化
･  新たな地域･市場への展開加速による特定地域への集中の分散化

感染症 ･  想定を超えるまたは想定していない感染症による事業 
活動の制限･遅延などが発生するリスク

･  新型コロナウイルス感染症での経験を踏まえた事業継続に向けた戦略
の立案･実施

自然災害 ･  地震や台風等大規模な自然災害による事業活動へ 
重大な影響が発生するリスク

･  主要事業の事業継続計画（BCP）の策定、BCPの拡充や範囲拡大、 
グループ全体での管理体制強化

株主･株式に 
関するリスク

･  親会社である東ソー株式会社の資本政策や経営戦略
の変更に伴い、当社グループの事業展開や株価等へ
影響が生じるリスク

･  東ソー株式会社との適切なコミュニケーション継続による同社の資本
政策等の変更を行った際の影響軽減

情報 
セキュリティ

･  サイバー攻撃やシステム障害等による情報システムの
機能不全、機密情報の漏えいが発生するリスク

･  ITインフラの強化、ウイルス検知や対策ツール等の導入、セキュリティ 
教育の強化

（2）
戦略リスク
_既存事業

特定の市場･ 
顧客への集中

･  特定の市場･顧客に集中することにより、市況悪化･ 
重要顧客喪失時の業績悪化や損害賠償などの損失
発生時の影響が拡大するリスク

･  ソリューションサービス強化によるプラント分野の受注変動影響の低減
･  納入リソース創出のための業務自動化･効率化、外注活用
･  顧客ニーズに基づいた技術開発の加速

資材・ 
工事調達

･  特定の取引先に依存している主要資材の価格高騰や
調達困難･長納期化が発生するリスク

･  重要取引先との安定的な関係維持、調達先の複線化･代替品の検討、
供給能力向上に向けた投資

法規制・ 
社会的責任

･  人権を中心としたサステナビリティ課題に関連する 
法規制等の強化に伴い事業活動に制約が生じるリスク

･  サプライチェーンCSR推進ガイドブックの整備･運用、グリーン調達 
説明会の実施等サステナビリティ取り組みの推進

（3）
戦略リスク
_新規事業
／投資リスク

技術･ 
研究開発

･  市場や顧客が求める技術開発の遅延やICT／AI技術
の活用遅れ等によって成長戦略の実行が困難になる 
リスク

･  顧客の技術開発ロードマップに基づいた研究開発計画、オープン 
イノベーションの推進

設備投資、 
M&A

･  設備保有型サービスの設備投資規模拡大に伴い顧客
の財政状況悪化による影響が拡大するリスク

･  M&Aの失敗リスク
･  設備保有型サービスやM&A等リスク資産に対する投資枠の設定

（4）
オペレー
ショナル
リスク

生産･ 
納入能力

･  生産・納入能力不足により、成長機会の逸失、競合 
他社への切替えによる市場シェア低下、既存顧客から
の信用喪失などにつながるリスク

･  グローバルでの人員増加や設計業務自動化･外注活用による効率化 
などを通じた納入体制の拡充

･  パートナー企業の開拓やM&Aも視野にバリューチェーンの強化

人材確保 ･  人材確保や育成が進まなかった場合に、長期的に当社
グループの競争力が低下するリスク

･  階層別研修･機能別研修に加えて、デジタル人材育成のための教育の
推進

･  ｢多様な人材が活躍し働きがいのある職場づくり｣の推進

製品･ 
サービスの品質、 
製品安全、 
契約不適合

･  製品･サービス等の重大な品質問題が発生するリスク
･  受注後の仕様等の変更、資材価格・工事費等の変動

に伴うコスト増や仕様・納期未達による損害賠償等が
発生するリスク

･  品質マネジメントシステムの整備･取引先の品質調査の強化･生産 
プロセスの改善、不適合情報の水平展開による再発防止、各種保険
の拡充

･  受注前の長期契約特有のリスクアセスメントの実施、受注後の受注
案件の予算実績管理強化

安全 ･  建設工事や生産活動における重大な労働災害や事故
が発生するリスク

･  労働安全衛生マネジメントシステムの構築･運用･改善
･  安全教育、労災発生状況や改善策の情報共有

コンプライアンス･ 
内部統制

･  法令･コンプライアンス違反や、財務報告に係る内部 
統制の重要な不備が検出されるリスク

･  代表取締役社長によるメッセージ発信、社員教育の充実
･  ｢オルガノグループ企業行動指針｣浸透に向けた取り組み
･  コンプライアンス委員会によるコンプライアンス体制の構築、教育計画

の策定
･  国内外での内部通報制度の整備および浸透に向けた取り組み

知的財産権
･  当社グループの知的財産権が侵害される、または意図

せずに当社グループが他社の知的財産権を侵害して 
しまうリスク

･  国内外での積極的な特許出願による知的財産の保護、海外を含めた
他社出願状況の定期的な監視

環境問題
･  環境規制が強化された場合のコスト増加や事業活動 

への制約や不測の事態等による環境汚染の発生や 
規制違反によるリスク

･  リスクアセスメントの実施や教育の充実化
･  適切な設備納入･管理、モニタリングの徹底

オルガノグループのサステナビリティ

Governance −ガバナンス−

リスク評価のイメージ図

不確実性
中高

大

中

小

大

中

小

低 中低 高
顕在化可能性

● 戦略リスク_エマージングリスク
● 戦略リスク_既存事業
● 戦略リスク_新規事業/投資リスク

● オペレーショナルリスク

影
響
度

影
響
度

リスクの４象限

反復的／経験値が生きる

新規性が高い／未経験

戦略リスク_新規事業/投資リスク

新規性が高い内部環境起因のリスク
例）投資リスク（研究開発、新規事業、設備投資等）、 

Ｍ＆Ａ実施の際のリスク等

過去に経験のない外部環境起因リスク
例）自然災害・感染症、地政学リスク、サイバー攻撃等

戦略リスク_エマージングリスク

業務遂行上、継続的・反復的に発生する内部環境起因のリスク
例）人材確保、労働災害、コンプライアンス、品質不適合等

オペレーショナルリスク

事業戦略遂行における外部環境起因リスク
例）顧客、市場、サプライヤー等既存のステークホルダーに係るリスク

戦略リスク_既存事業

外
部
要
因

内
部
要
因

リスクマネジメント委員会設置（2024年4月1日）

リスク主管部門

経営企画部

関連部署・国内グループ会社海外事業推進本部

海外グループ会社

取締役会
リスク管理の審議を集約

リスクマネジメント委員会
監督報告

対応指示

助言・指導

報告

対応指示報告 対応指示報告

対応指示報告

当社グループの主要なリスク

主
要
な
リ
ス
ク

59 60ORGANO Group Report 2024



　当社グループは「安全とコンプライアンスは企業存続の前提」との考え方のもとに企業活動を行っています。従業員が遵守 

すべき基本的な行動指針として「オルガノグループ企業行動指針」を定め、日本語、英語版に加え、マレーシア、中国、台湾、タイ、 

ベトナムで現地法人版を作成し、国内外のグループ役員と従業員に共有しています。さらに２年に１度、当社役員および従業員を 

対象に企業行動指針の浸透および実践状況に関するアンケートを行い、その結果を取締役会や従業員に報告し、コンプライアンス

意識の醸成に努めています。

　コンプライアンスの推進体制としては、専門の委員会を設置し、コンプライアンス教育計画を立案、実施するとともに、コンプライ 

アンスに関する調査や是正措置の検討を行っています。また、不正行為などの早期発見と是正を図り、コンプライアンスの実効性を

確保するために内部通報制度を整備し、社内窓口のほか、監査役窓口、外部弁護士窓口を設置し、通報や相談を受け付けています。

海外においても現地の通報窓口の整備を進め、マレーシア、中国、台湾、タイ、ベトナム、インドネシア、米国で内部通報制度の運用

を開始しています。

　マテリアリティの指標（KPI）としてコンプライアンス関連研修履修率100％を掲げていますが、2023年度は履修必須講座27 

件中7件が未達となりました。未履修者については、翌年の履修を必須とし、履修漏れを防ぐフォローアップ体制を整えています。

コンプライアンス

― 基本方針 ―

人命が第一、役員・従業員とその家族の安全確認、安否確認を最優先する。
人命の安全確保を最優先

当社の施設や事業所、また当社施工物件、施工中物件の被害状況を迅速に把握し、素早い復旧活動により、業務停止に伴うビジネス上
の悪影響、風評リスクの極小化を図る。特に、業務停止が人命を脅かすインフラ関連のビジネス、社会インフラを支えるビジネス、各事業 
部門で重要と考えるビジネスの継続に努める。当社の事業継続に準じて考え行動することで、お客様の事業継続に貢献する。

事業の早期復旧

当社拠点内と周辺地域の安全確保及び二次災害防止を優先し、地域との共存を図る。
地域社会の安全確保

災害等のリスクに強い企業になることを目指し、定期的に訓練・教育を行い、継続的に事業継続計画（BCP）を見直し、改善する。
BCP（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ）の見直し

　大地震等大規模災害時における被害の最小化と事業継続を図るため事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、緊急事態 

への備えや教育・訓練の実施によりＢＣＰの実効性の向上に取り組んでいます。当社の事業継続の基本方針は以下のとおりです。

事業継続計画（ＢＣＰ）

オルガノグループのサステナビリティ

Governance −ガバナンス−

ステークホルダーとのつながり
　当社グループは持続的成長をしていく上で関わりの深い5つのステークホルダーに対し、企業として社会的責任を果たしています。

ステークホルダー オルガノの役割・使命 エンゲージメント
株主・
投資家

適正な情報開示、安定的かつ適正な配当、
企業価値の持続的向上

IR活動（決算説明会、IRミーティング）、株主総会、
株主説明会、ホームページ、IRメールニュース

顧客 高品質で社会に役立つ製品およびサービスを適正価格で提供 営業活動を通じたコミュニケーション

取引先 公平・公正な取引 購買活動を通じたコミュニケーション

従業員 安定的雇用、人材育成、適正な給与、情報と課題の共有 社員集会、労使協議会、各種研修、イントラネット、グループ報、 
健康相談室

地域・
社会・行政

適正な納税、安定的かつ公正な雇用の創出、
地域社会との対話 ホームページ、オルガノグループレポート

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、株主・投資家との建設的な対話の促進に努めています。正確で 

公平な情報提供を重視し、対話を通じて得られた意見や要望は取締役会で報告を行い、経営改善につなげてまいります。

主な活動 活動実績
アナリスト・機関投資家向け決算説明会 2回（メインスピーカー　社長）

スモールミーティング 3回（メインスピーカー　社長）

個別IRミーティング 290回

個人投資家向け会社説明会 1回（メインスピーカー　社長）

株主通信発行 2回

2024年3月期の主なIR活動

株主・投資家との対話

　災害発生時に社員の安全確認を迅速かつ効率的に行い、円滑な事業継続・復旧を図るため、当社は安否確認システムを導入 

しており、災害情報に応じて対象地域社員に安否確認メールを発信しています。2023年9月には実効性確保のため全社員に 

対して安否確認システムへの応答訓練を実施いたしました。2024年１月に発生した能登半島地震の際にも、グループ社員の安否

状況を円滑に確認することに寄与いたしました。

　社員の健康・生命維持とオフィスの衛生環境の確保のため、主要拠点には非常食、飲料水、毛布、救急薬品、非常用トイレ 

などの緊急時備品を配備しています。

大規模災害に備えた取り組み

TOPICS マルチステークホルダー方針
　当社は、2024年5月にマルチステークホルダー 

方針を開示しました。多様なステークホルダーとの 

適切な協働に取り組んでいきます。その上で、価値

協創や生産性向上によって生み出された収益・成果

について、マルチステークホルダーへの適切な分配

を行うことが、賃金引上げのモメンタムの維持や経済

の持続的発展につながるという観点から、従業員へ

の還元や取引先への配慮が重要であることを踏まえ、

右記の取り組みを進めてまいります。

これらの項目について、取り組み状況の確認を行いつつ、着実な取り組みを
進めてまいります。

１．従業員への還元
２． 取引先への配慮 

当社は2024年4月に登録を行っているパートナーシップ構築宣言の内容を引き続き遵
守してまいります。 
パートナーシップ構築宣言についてはP73をご覧ください。

３．その他のステークホルダーに関する取り組み

マルチステークホルダー方針
https://www.organo.co.jp/company/multi-
stakeholder/
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　気候変動問題は世界共通で取り組むべき重大な課題であると同時に、当社グループの事業活動に影響を及ぼす重要な課題の

一つです。

　当社グループは、TCFD（気候変動関連財務情報開示タスクフォース/Task Force on Climate-Related Financial 

Disclosures）が提唱する気候関連開示フレームワークに沿って、気候変動が当社グループの事業に与えるリスク・機会について、

気候変動が激甚化した場合と脱炭素社会が実現した場合の2つのシナリオに基づいて分析を行いました。この分析を通じて 

明らかになったリスク・機会を、今後、経営戦略やリスクマネジメントに反映させ、その進捗を適切に開示し、世界の共通目標である

カーボンニュートラルの実現に向けて真摯に取り組むとともに、事業のさらなる成長を目指します。

気候変動問題への対応

TCFD提言に基づく情報開示

オルガノグループのサステナビリティ

■ サステナビリティ委員会
　当社は、当社グループのサステナビリティ経営の執行機関として、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」を

設置しています。同委員会では、気候関連の取組方針を含むサステナビリティに関わる基本方針、計画、目標の策定と、施策の 

実施状況や進捗のモニタリングを行っています。

　2023年度、同委員会は5回開催され、達成すべきKPIを含むマテリアリティや排出削減目標値等の審議を行い、サステナビリティ

施策の進捗やKPIの実績について確認しました。

　同委員会で審議された重要な基本方針、計画、目標等は取締役会に上程され、審議を経て最終的に決定されます。また、サステ

ナビリティ関連の重要な施策やKPIの進捗状況は、適宜、取締役会に報告しています。2023年度、取締役会への報告は１回行わ

れました。

■ サステナビリティ実行会議
　当社は、サステナビリティ委員会の下部組織として、基本方針、計画に基づいて具体的な施策を推進するために「サステナビリティ

実行会議」を設置しています。同会議では、時機に応じたサステナビリティ課題毎にワーキンググループを立ち上げ、関係する部門・グ

ループ会社からグループ員を選任し、課題解決に向けた取り組みを進めています。現在、サステナビリティ実行会議には５つのワーキ

ンググループがあり、気候変動問題への対応を含むそれぞれの取り組み（GHG排出量の算定･削減施策、SDGs達成に向けた施策、

CSR調達の推進、TCFD提言への対応）を行っています。同会議が実施する施策の進捗状況は、適宜、サステナビリティ委員会に報

告されます。

■ リスクマネジメント委員会
　サステナビリティ関連のリスクマネジメントは、サステナビリティを含む当社グループ全体のリスクマネジメントに包含されます。リスク

マネジメント委員会が中核（ハブ）となり、当社グループ内から洗い出されたリスクの分析・評価を実施し、当社グループの主要なリス

クを特定し、対応主管部門を決定しています。なお、当該主管部門は、特定された主要リスクのリスク対応を主導します。

ガバナンス1

■ サステナビリティ関連のガバナンス体制

　当社グループは、移行面でのリスク・機会が顕在化しやすい1.5℃シナリオ（WEO2023 NZE：国際エネルギー機関（IEA）等を参

照）と、物理面でのリスク・機会が顕在化しやすい4℃シナリオ（RCP8.5：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）等を参照）に基

づいてシナリオ分析を行いました。両シナリオに基づいてリスク・機会を抽出し、各項目に対して「影響度」「顕在化可能性」「影響を

受ける時間軸」等の観点から評価を行い、重要なリスク・機会を特定いたしました。シナリオ分析の初年度にあたる2023年度は、当

社グループ国内の主要事業である水処理エンジニアリング事業と機能商品事業（食品事業を除く）について分析いたしました。

　時間軸は、短期：2～3年後、中期：2030年頃迄、長期：2050年頃迄として設定しました。財務上の影響（大・中・小）は、定量的・

定性的に分析し、相対的な影響度を示しています。

戦略2

各部署・グループ会社

取締役会

・サステナビリティに関する
 方針、目標、計画の策定、
 施策の推進、
 進捗等のマネジメント

・サステナビリティ関連の
 長期のリスクマネジメント

・グループ全体の
 リスクマネジメント
 （サステナビリティ関連の
 長期のリスクマネジメントを除く）

・経営計画の策定

・多額の費用支出、
 資産の取得・処分の決定

サステナビリティ委員会

サステナビリティ実行会議
（各ワーキンググループ）

経営会議
原則2回/年

連携

原則4回/年

付議 承認

付議 承認

リスクマネジメント委員会
原則4回/年

付議・
報告

監督・
承認

提案・
報告

監督・
指示

提案・
報告

監督・
指示

提案・
報告

監督・
指示

付議・
報告

監督・
承認

サステナビリティ委員会の役割 リスクマネジメント委員会の役割 経営会議の役割

Environment −環境−
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オルガノグループのサステナビリティ

　サステナビリティ委員会の監督の下、サステナビリティ実行会議が立ち上げた気候関連シナリオ分析ワーキンググループに 

おいてシナリオ分析を行い、気候変動による将来の事業に対するリスクと機会を検討しました。さらに、ワーキンググループで検討した

リスクと機会について、サステナビリティ委員会で影響度と顕在化可能性、影響を受ける時間軸等の観点から分析、評価を行い、 

主要なリスクと機会を特定しました。

　当社グループにおけるサステナビリティを含むリスクマネジメントは、リスクマネジメント委員会が中核（ハブ）となり、サステナビリティ

委員会とも連携をとり推進しております。短中期の主要リスクはリスクマネジメント委員会が主導的に管理し、長期（～2050年）の

主要リスクはサステナビリティ委員会が引き続き主導的に管理していきます。

　特定された気候関連の中長期の主要リスクへの対応については、長期経営計画推進会議で対応の方向性を決定した上で、 

中期経営計画および単年度の利益計画に反映し、これらの計画は経営会議で審議の上、取締役会で決定します。気候関連の 

リスク管理3

カテゴリ 2021年度（t-CO2） 2022年度（t-CO2） 2023年度（t-CO2）
カテゴリ1　：購入した製品・サービス 332,803 361,913 342,603

カテゴリ2　：資本財 8,832 8,759 5,141

カテゴリ3　：Scope1・2に含まれない燃料およびエネルギー活動 2,719 2,361 1,267

カテゴリ4　：輸送・配送（上流） 11,035 11,974 11,504

カテゴリ5　：事業から出る廃棄物 2,824 2,635 3,134

カテゴリ6　：出張 298 299 308

カテゴリ7　：雇用者の通勤 574 576 595

カテゴリ8　：リース資産（上流） 53 58 63

カテゴリ9　：輸送・配送（下流） 504 581 422

カテゴリ10：販売した製品の加工 0 0 0

カテゴリ11：販売した製品の使用 536,563 877,386 973,398

カテゴリ12：販売した製品の廃棄 4,234 3,729 3,895

カテゴリ13：リース資産（下流） 45,071 37,471 51,097

カテゴリ14：フランチャイズ 0 0 0

カテゴリ15：投資 0 0 0

　当社グループは、気候変動問題を世界共通で取り組むべき重大な課題と認識しており、持続可能な社会の実現に向けて、以下

の通りGHG排出量の削減目標を設定し、削減に向けた取り組みを行っています。また2023年度から、グループ全体のScope1・2の

2030年までのGHG排出量削減目標を37.8%から42％に引き上げ、新たに2050年度目標（カーボンニュートラル）を設定しました。

　2023年度のScope1・2排出量は2021年度比で35％削減となりました。削減の主な要因は、開発センターにおいて再生可能

エネルギー由来の電力を導入したことです。

　2023年度のScope3排出量は2021年度と比較して47％増加しました。主な原因は好調な業績であり、購買量と販売量の増

加に伴ってGHG排出量が増加しました。

　当社グループは今後も継続して排出量削減に向けた取り組みを実施していきます。また、各拠点での再生可能エネルギー導入を

進め、排出削減の取り組みを推進するとともに、排出削減目標の達成状況の評価を行います。

指標および目標4

項目
GHG排出量削減目標 実績 （注）

2030年度 2050年度 2021年度（基準年） 2022年度 2023年度

Scope1･2 42%削減
（2021年度比） カーボンニュートラル 10,324ｔ-CO2

−
11,566ｔ-CO2

12％増加
6,692ｔ-CO2

35％削減

Scope3 脱炭素社会の実現に向けて
ステークホルダーと協調して削減に取り組む

945,510ｔ-CO2

−
1,307,742ｔ-CO2

38％増加
1,393,427ｔ-CO2

47％増加

（注）実績値の集計範囲は国内外グループ会社（一部のグループ会社を除く）としております。

中長期のリスク対応の実施状況・進捗については、サステナビリティ実行会議からサステナビリティ委員会に報告され、適宜 

取締役会に報告されます。

　なお、これらのリスク・機会への対応として、多額の費用の支出、資産の取得・処分を実施する場合は、内容と金額の規模に 

応じて経営会議および取締役会への付議の対象としています。

国内の水処理エンジニアリング事業と機能商品事業のシナリオ分析

分類 リスク・機会の内容 財務上の
影響

影響を受ける時間軸
対策短期

2～3年後
中期

2030年
長期

2050年

1.5
℃︵
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
︶シ
ナ
リ
オ

リスク

政策・
法規制

炭素税などカーボンプライシングの導入によって原材料
の調達コストや自社の製造設備費用などが増加する 大 − ■ ■ 低炭素材料・製品の調達を拡大する

市場

水資源の確保に対するリスクの高まりから、顧客工場に
おける水使用量の削減が進み、当社の水処理設備・ 
技術に対するニーズが大きく減少する

大 − − ■
溶剤精製・回収技術など次世代の
製造プロセスに貢献する新技術を
開発する

材料等の輸送に伴うCO2排出量を低減するため、海外品
を使用しない製品の販売が求められる 中 − − ■

サプライチェーンを最適化し、
原材料調達や製品販売のための
輸送距離の最適化に取り組む

技術
マーケティングや技術開発の遅れなどにより、低炭素 
製品・サービスのニーズ拡大に応えられずマーケットシェア
を失う

大 − ■ ■
マーケティング機能に基づいた
低炭素技術・製品開発や
サービスメニューを拡充する

機会

市場
EV・AI技術の発展や省エネ型の半導体開発などに 
よって半導体市場が大きく拡大し、当社の水処理設備や
薬品の販売が伸長する

大 − ■ ■
業務効率化や生産性向上、
リソース増強などによって
納入キャパシティの拡大を図る

技術
顧客と協同で水供給や設備運転の効率化に取り組む 
など、CO2排出量の低減や水回収技術の需要拡大に
よって当社のビジネス範囲が拡大する

大 ■ ■ ■
低炭素技術・製品開発、
サービスメニューや水回収技術の
拡充を進める

４
℃︵
現
状
維
持
︶シ
ナ
リ
オ

リスク

市場

気候変動に伴う大雨・洪水等の異常気象の発生により
サプライチェーンや自社の操業に影響を受ける 中 − ■ ■

当社拠点やサプライチェーンなどの
洪水リスク等を想定し、洪水対策や
新たな調達先の開拓などに取り組む

機会
水資源の確保に対するリスクの高まりから、水のリサイクル
など有効活用に対するニーズが拡大し、当社の水処理 
設備・薬品などの販売が増加する

大 − ■ ■
低炭素技術・製品開発、
サービスメニューや水回収技術の
拡充を進める

Environment −環境−

（注）実績値の集計範囲は国内外グループ会社（一部のグループ会社を除く）としております。

65 66ORGANO Group Report 2024



オルガノグループのサステナビリティ

環境理念・基本方針

環境マネジメント

継続的改善
企業活動が環境に与える影響を捉え、技術的･経済的
に可能な範囲で、環境目的・目標を定めて、環境保全
活動の継続的な改善を図る。

製品環境 環境負荷低減型の商品づくり及び技術開発を行う。

環境監査 内部環境監査を実施し、環境保全活動の維持･向上
に努める。

全員参加 環境教育、社内広報活動を実施し、全社員の環境 
基本方針の理解と環境に対する意識の向上を図る。

法令遵守･
自主基準

環境関連の法律、規制、協定などを遵守し、さらに自主
基準を制定して環境保全に取り組む。

製造環境 省資源、省エネルギー、リサイクル、廃棄物の削減に 
企業活動のすべての領域で取り組む。

　オルガノは、地球環境の保全が人類共通の最重要課題の一つであることを認識し、企業活動のあらゆる面で、美しい地球環境 

との共存と共生に貢献していく。

環境理念

環境基本方針

　当社の環境保全に関する方針、目標、施策は、「全社環境 

保全委員会」で審議、決定されます。国内各事業所では、環境 

保全責任者を選任し、会社の目標、施策を受け、さらに固有の 

課題も組み入れて事業所独自の方針、目標、施策を定め、環境

保全活動を行っています。

環境担当役員

事業所

全社環境保全委員会
※事務局：環境安全品質保証部

環境保全体制

【2023年度公害防止管理者資格取得者数】※

累計208名

※ 水質関係第1種～4種、大気関係第1種～4種、ダイオキシン類関係の合計

　新入社員教育やエンジニアリング技術教育のカリキュラムの

一つとして、公害防止法令について講習を実施しているほか、 

国家資格である公害防止管理者資格の取得を推奨し有資格者

を増やすことで、当社の環境理念を実践しています。

環境教育

　当社の環境マネジメントシステムは国家規格もしくは公的規格に準拠したものであり、事業所の環境

保全業務と活動は当該環境マネジメントシステムに則って実施し、内部環境監査も実施しています。 

また、当社基幹材であるイオン交換樹脂の精製を行っているつくば工場では、環境マネジメントシステム

の国際規格であるISO 14001認証を取得しています。

環境マネジメントシステム

TOPICS

2050年の未来人になりきって考える

　当社グループはTCFDが提言するシナリオ分析手順に基づき、気候変動が当社事業に及ぼすリスクと機会を特定しました。 

その際、より実情を反映した当社独自のリスクと機会を抽出するため、大阪大学 原圭史郎教授らが推進するフューチャー・ 

デザインを取り入れたワークショップを実施しました。

　フューチャー・デザインとは、将来世代に持続可能な社会を引き継ぐためのさまざまな「社会の仕組み」をデザインし実践する 

試みです。特に有効な手法は、将来世代の人になりきって現在の意思決定を考察評価するための「仮想将来世代」と呼ばれる

ものです。2050年のオルガノが実際にどうなっているのかは、だれにもわかりません。そのため、何を話しても否定されることはなく、

発想が自由になります。

　参加者は2つのグループに分かれ、それぞれ「脱炭素化が進んで気候変動がある程度抑えられている社会（気温上昇1.5℃の

世界）」と「気候変動が激甚化した社会（気温上昇４℃の世界）」の2つの「今」を生きる未来人として、議論を行いました。

　ワークショップでは、「本社が顧客とともに安全な場所に移転している」や「工場の屋上が農場化され、野菜の販売を行って 

いる」など、2023年を生きる私たちには 

突飛とも思える発想が次々と生まれ 

ました。参加者一人ひとりが未来人に 

なりきり、気温上昇1.5℃の世界と気温

上昇4℃の世界を「私
わたくしごと

事」として実感 

した上で現在を振り返ったことで、今まで

見えていなかったリスクと機会を新たに

見出すことができました。

　当社グループは、新規開発テーマの

創出などの場面でこの手法を使った 

ワークショップを行ってきました。今回、 

気候変動に関連するリスクと機会を特定

するためにフューチャー・デザインを取り

入れましたが、ここで得られたさまざまな

発想を活かし、より強靭でしなやかな 

事業運営を進めてまいります。

フューチャー・デザインの導入

出典：大阪大学 原圭史郎教授作図

（仮想将来世代）
・近視性を抑えた判断・意思決定
・独創性の増大
・将来への危機意識の醸成
・将来の社会目標の共有意識の
　高まり
・変革のインセンティブ付与 

現世代と仮想将来世代の視点
現在から将来を考察 将来から現在を考察

 （仮想将来世代）

将来世代に持続可能な社会を
引き継ぐためのさまざまな「社会の仕組み」を

デザインし実践する試み

フューチャー・デザイン（FD）　

FDで2050年の社員になりきって
ワークショップをすることで、

1.5℃、4℃シナリオの世界を体感

Environment −環境−
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Environment −環境−

環境配慮型製品・サービスの拡充
　当社はお客様のサステナビリティ課題を解決することを付加価値とした環境配慮型製品、サービスを拡充するため、2020年度 

よりシナリオプランニングを用いた課題設定～ソリューション事業創出プログラムを採用しています。

　未来シナリオを活用してお客様の事業環境をやや長期に予測し、そこで生まれるさまざまな課題に対して当社の強みを掛け合わ

せることでさまざまなビジネスモデルを発案し、一部については事業化が進められています。

具体的には、

　・事業運営に関わる輸送を含めたCO2排出量を低減するサービス

　・使用材料をリサイクル、長寿命化するためのサービス

　・顧客単位ではなく、工業団地単位で運転を最適化し廃棄物を低減するサービス

等が挙げられます。

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

総排出量 t 1,285 1,165 1,171 2,776 3,102

リサイクル量 t 548 486 554 430 552

廃棄物排出量 t 737 679 617 2,346 2,550

リサイクル量、廃棄物排出量

水資源問題への対応と生物多様性の保全

　水は生命の源です。地球上を循環し、さまざまな動植物を育んでいます。その水を守ることは、生命を守ることにつながります。 

そして、当社には「水を守る」技術があります。

　当社はグループ内で使用する水を管理するとともに、水を守る技術をお客様に提供することで、水資源の持続可能な利用を 

促進し、生物多様性の保全に貢献していきます。

基本的な考え方

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

水使用量 m3 542,256 539,185 624,755 618,948 834,483

排水量 m3 434,603 461,591 538,819 587,049 711,542

※算定対象：2023年度よりオルガノ、国内グループ会社
　　　　　 2022年度まではオルガノ本社、開発センター、つくば工場、いわき工場、オルガノフードテック株式会社本社工場
※水の収支については、蒸発、散水などおよび製品による持ち出し、持ち込みは含んでいません。

水使用量、排水量

　昨今、水資源の利用と保全はグローバルなサステナビリティ課題として注目度が増しており、当社は、水資源の枯渇、河川の 

はん濫、水質汚染などが企業活動に及ぼす影響をリスクとして捉えています。

　当社は事業所周辺の水資源の持続可能な利用に向け、取水の有効活用・排水水質の維持・向上による水資源の保全に 

取り組んでいます。今後も水リスクを注視しながら、事業活動を通じた環境保全への貢献に努めていきます。

自社が使用する水の管理取り組み1

　当社グループは2022年に「水資源問題への対応」と「生物多様性の保全」をマテリアリティに掲げ、翌2023年にはその 

取り組みの達成度を計る指標として「①-1当社が新たに納入する装置で処理され、工場などから外部に放出された排水量」と「①-2

当社が新たに納入する装置で回収再利用された水量」をKPIとしました。これは、排水処理や排水回収の技術をお客様に提供する 

ことで、お客様の周辺地域の産業や暮らしにおける持続的な水資源の活用を支え、地球の水リスクの低減に貢献するという目標です。

　2023年度、KPI①-1については順調に進展しましたが、KPI①-2については複数の取引で納期が2024年度に延期された 

こともあり、進展に若干の遅れが見えています。この遅れを取り返すべく、今後はより一層、当社グループの排水回収技術の 

普及に努めます。

お客様に提供する水処理技術取り組み2

3Rの推進

　オルガノグループは、ステークホルダーとともに持続可能な社会の実現を目指しています。その取り組みの一環として、2022年

に「3Rの推進」をマテリアリティに掲げ、翌2023年に「当社技術・製品の適用による汚泥削減量（リデュース）」を指標（KPI） 

として設定しました。そして、2023年度、年度目標を超える実績を上げることができました。引き続き、汚泥削減への貢献に 

取り組み

オルガノグループのサステナビリティ

努めます。

　また、すでに取り組んでいるイオン交換樹脂のリサイクル（セメント原料化）に加え、使用済機能材料のリユースについても、 

積極的に展開していきます。

　当社グループは引き続き、当社の技術・サービスで、お客様も含めた企業活動で発生する廃棄物の3Rを推進し、循環型社会

の実現に向けて、資源の有効利用、環境負荷の低減に取り組みます。

　当社グループは、法規が定める基準を超えて産業排水を浄化する排水処理技術と、河川に放出する排水量を減らすことのできる

排水回収技術をさらに普及させ、多様な生物が生息できる豊かな水環境を守ることで、今後も生物多様性を保全していきます。

シナリオプランニングを用いた事業創出の検討

後退

シナリオ２

強制的な環境規制社会 環境対策への創造共創社会

シナリオ１

事業縮小、環境配慮達成国への移転

シナリオ3

野放図な利益追求社会

シナリオ4

創造的進展

自
発
的

強
制
的

要警戒シナリオ

有力シナリオ

牽引主体

変
革
熱
量

※算定対象： 2019-2021年度：オルガノ本社、開発センター、つくば工場、いわき工場、オルガノフードテック株式会社本社工場 
2022-2023年度：オルガノ、国内グループ会社
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Social −社会−

　当社グループは国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、段階的に人権尊重の取り組みを進めています。具体的には、

（a）人権尊重の責任を明示する人権方針を策定し、（b）社内外で人権に関する影響を調査・特定するとともに、特定された負の 

影響を防止または軽減し、（c）人権に関する負の影響に対して適切な救済を提供していきます。

　現在、その第一弾である人権方針の策定に取り組んでいます。人権方針策定にあたり、社内各部署から選出した従業員が 

参加し、当社の事業活動における人権リスクを抽出するワークショップを実施しました。ここで抽出された人権リスクを踏まえ、当社 

グループの実情を反映した人権方針を策定していきます。

指導原則に沿った取り組み

オルガノグループ企業行動指針
https://www.organo.co.jp/company/
ecology/

紛争鉱物（コンフリクト・ミネラル）問題への対応方針
https://www.organo.co.jp/
sustainability/social/mineral/

人権の尊重

　当社グループは人権尊重および差別禁止を表明しており、国籍、性別、信条、身体的条件または社会的身分などによる差別を 

行うことなく、個人を尊重し、多様性を尊重する会社を目指しています。また、人権の尊重、差別の禁止、ハラスメントの禁止を 

「オルガノグループ企業行動指針」に明記し、一人ひとりが働きがいを感じる、活力に満ちた企業の構築に取り組んでいます。

基本的な考え方

　人権が尊重される職場づくりを推進するには、従業員が人権に関する正しい知識を身につけている必要があります。そのため、

全従業員向けに、差別やハラスメントの防止など、ビジネスと人権に関する人権ｅラーニング教育を行っています。

　2022年には「人権の尊重」を重要課題（マテリアリティ）と定め、取り組みの成果を測る指標（KPI）として「人権関連研修 

履修率100%」を設定し、2022年度、2023年度ともにこのＫＰＩを達成しました。

人権教育

　オルガノ労働組合と労働協約を締結し、円滑な労使関係を維持しています。経営トップが参加する定期的な労使協議会を通じ、

従業員への経営方針の浸透と組合員意見の経営戦略・方針への反映を図っています。

労働組合との関わり

　当社グループは持続的な成長を実現するため、従業員の健康を重要な経営資源の一つとして捉えています。定期健康診断に

基づいた生活習慣の見直し相談や、メンタルヘルス対策としてのストレスチェックを、全従業員を対象に毎年実施しています。 

自分自身や同僚・部下の不調に気付いたときには社内の相談窓口で専門医や看護師のカウンセリングを受けることができます。

従業員の健康に対する取り組み

　従業員の安全と健康を確保するとともに快適な職場環境の形成を促進するため、安全衛生管理規程に基づいて安全衛生管理

体制と各員の役割を定め、安全な職場環境の維持管理、労働災害の防止、緊急時の適切な措置に努めるとともに、関連する教育 

訓練を実施しています。

　各部門におけるプラント設置工事や薬品取り扱い作業にあたっては、作業計画時にチェックシートに基づいたリスクアセスメントを

実施し、リスク低減策を反映した作業手順を定めています。また建設現場や工場、事務所の安全パトロールを定期的に実施し、リスク

アセスメントや作業前の危険予知、安全教育などの実施状況を確認しています。パトロールで不安全な状態・行動が認められた場合

には直ちに是正を行います。 

　安全衛生推進部署はこれらの安全衛生活動を統括して実施するほか、各種会議体による関連情報の伝達や、社内報「安全だより」

による啓蒙活動、労働災害情報の全社掲示による再発防止策の周知、各種安全教育などを行っています。また、安全衛生意識の高揚 

ならびに同活動の活性化を目的として、同活動に功績のある取引先や社内事業所に対して毎年「安全衛生表彰」を行っています。 

安全に働ける職場づくり

労働安全衛生の推進

　現場業務の多い当社にとって、労働災害は重大なリスクです。安全はすべてに優先すべきテーマであり、2022年に「労働安全

衛生の推進」を経営の重要課題（マテリアリティ）に設定しました。グループ会社の従業員やビジネスパートナーが安心して働ける 

取り組みを継続的に推進します。

基本的な考え方

　当社グループは、労働安全衛生管理方針を掲げ、働く人の安全確保 

および健康保持を、事業活動を行う上での最優先事項と位置付け、快適な 

職場環境の形成を促進しています。特に労働災害においては「安全は、納期、

コスト、利益よりも優先する」との社長メッセージのもと防止活動を展開して 

きましたが、2023年度は12件の労働災害が発生しました。労働災害の型は

転倒、転落、動作の反動、切れ・こすれ、挟まれなどさまざまですが、共通する要

因としては作業手順の検討不足・認識不足が挙げられました。これを受けて 

本年度は「作業手順の確認と実行」を重点方針に掲げ、グループ全体での 

安全レベルの向上と重大な休業災害の発生件数0を目指していきます。

労働災害防止活動

オルガノグループのサステナビリティ

　当社グループは今後も人権に関する国際規範を支持・尊重し、従業員のみならず、当社の企業活動に関わるすべての人々の 

人権を尊重して企業の社会的責任を果たしていくため、人権尊重の取り組みを推進いたします

企業による人権への取り組みの全体像

自社事業による
人権への負の影響を

防止・軽減する取り組み

人権デュー・ディリジェンスの実施
人権への影響を特定し、防止し、軽減し、どのように対処するかについて責任を持つb

救済措置
企業が引き起こし、または助長する人権への負の影響に対して救済を可能にするプロセスc

方針によるコミットメント
人権を尊重する責任を果たすという方針によるコミットメントa

※1　国内グループ会社を含んだ数値に変更しました。
※2　算定に誤りがあり、訂正しています。

2021年度 2022年度 2023年度
労働災害発生件数（件）※1 ７ ８ 12
労働災害発生度数率（%） 0.68 0.68※2 0.70
労働災害発生強度率（%） 0.004 0.036 0.001

労働災害発生件数・度数率・強度率

2022年度 2023年度
重大な休業災害（件）※ 7 6

※　 休業4日以上、算定範囲：国内外グループ会社、労働災害・通勤災害、協力
会社含む

重要課題（マテリアリティ）の重大な休業災害
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サプライヤー調査

調査対象は継続して取引のある主要取引先様です。当社事業にとっての重要性や調達額を考慮して重要なお取引先様を特定して3分割し、3年かけて 
すべての主要取引先様に対して調査を行います。調査対象の主要取引先様は３年間で約３００社、調達額ベースで約８割となる予定です。

1.調査対象

前述のサプライチェーンCSR推進ガイドブックの５つの項目「労働安全」「安全衛生」「環境」「倫理」「マネジメントシステム」について、調査を実施しています。

3.調査項目

ご回答いただいたアンケートに配点を付し、一定の遵守レベルを定めています。また、アンケートにご回答いただいた結果、遵守レベルに達しなかった主要 
取引先様を対象に、企業の社会的責任の推進に関する研修会を開催しています。 

4.評価基準

セルフチェック形式のアンケートにご回答いただいています。

2.調査方法

当社グループは2022年から取引先様のCSR取り組み状況の調査を実施し、サプライチェーン全体のCSR推進に取り組んでいます。

Social −社会−

サプライチェーンマネジメント
　オルガノグループはお取引先様と信頼関係を築き、公平かつ倫理的な取引を 

行うため、購買基本方針を定めるとともに、サプライチェーン全体の社会的責任の 

推進に取り組んでいます。

　当社グループは、サプライチェーンのお取引先様との連携・共存共栄を推進し、新たな

パートナーシップを構築していくため、2024年4月に「パートナーシップ構築宣言」を公表しました。

　今後も、お取引先様と積極的なコミュニケーションを図ることで、相互信頼に基づく 

パートナーシップの構築に努めます。

パートナーシップ構築宣言

　本賞は、博士後期課程の大学院生などの若手研究者による水環境分野の優れた研究成果を広く紹介し、さらなる研究発展を 

支援する目的で設立されたものです。当社は本賞の主旨に賛同し、出捐という形で協力しています。

水環境分野の若手研究者の研究を支援～（公社）日本水環境学会　博士研究奨励賞～

　本芸術祭は、障がいのある方などさまざまな人たちと「共に生きる」社会の実現を目指すことを目的にした全国障がい者アート 

公募展で、当社本社所在地近隣の東京都江東区深川の街全体を美術館にするユニークな芸術祭です。当社は2020年の初回 

よりサポートパートナーとして参加しており、地域文化・芸術の発展と障がい者の方の社会参加の推進に寄与していきます。

「アートパラ深川おしゃべりな芸術祭」の支援

　当協議会は、当社本社所在地の東京都江東区の東陽・ 

新砂地区の地元町会・企業等で構成し、地元にある汐浜運河

周辺の水辺を活用することで、地域の賑わいの創出を目的 

とした団体です。当社は毎年開催されるイベント「水辺の 

大実験」では、防災や生物多様性、環境問題について学ぶ 

機会を提供しています。地域コミュニティとのエンゲージメントを 

進めつつ、防災や生物多様性の推進に寄与していきます。

東陽・新砂地区運河ルネサンス協議会への参画・支援

　当社は2007年度より、中国科学院生態環境研究センター

および蘇州工業園区管理委員会とともに、中国において水質・

水環境保全に関する分野で優秀な研究成果をあげている 

大学院生を表彰、支援する活動として、奨学金制度（通称： 

オルガノ賞）を設けています。

中国の若手研究者を支援する「オルガノ賞」

　当社グループでは、水処理事業を通じて環境保全に貢献するとともに、水環境保全技術や教育に関わる支援活動に積極的

に取り組んでいます。また、地域社会との協調・連携や信頼関係の構築を重視し、事業拠点周辺地域の社会貢献活動を積極的

に推進しています。

社会貢献活動

オルガノグループのサステナビリティ

https://www.organo.co.jp/wp/
wp-content/uploads/2024/05/
Declaration-of-Partnership-
Building_240409.pdf

　製品・サービスがどのように作られ、提供されているのか、「サプライチェーンを含めた企業の社会的責任」に対するステークホルダー

の関心は年々高まっており、当社グループの範囲を超え、サプライチェーン全体でCSRを推進していくことが求められています。

　こうした要望に応えるため、当社グループはサプライチェーンマネジメントの推進を目的とするワーキンググループを組織しています。

このワーキンググループは、調達、人事、労働安全、コンプライアンス、生産、情報技術などの部署のメンバーで社内横断的に構成 

され、さまざまな活動を行っています。

サプライチェーンにおける社会的責任の推進

　当社グループは「オルガノグループサプライチェーンCSR推進ガイドブック」を公表しています。このガイドブックは、取引先様に 

推進していただきたい取り組みを示す指針であり、グローバルサプライチェーンの社会的責任を推進する非営利企業連盟「RBA

（Responsible Business Alliance）」の行動規範に準拠しています。

　RBAは電子産業を対象とする企業連名として設立されましたが、2024年、その行動規範を

電子産業に限定されない広範な産業に適用できるものへと改訂しました。この改訂を受け、

2024年７月、当社も「オルガノグループサプライチェーンCSR推進ガイドブック」を改訂しました。

サプライチェーンCSR推進ガイドブック

https://www.organo.co.jp/
s u s t a i n a b i l i t y / s o c i a l /
suppliers/

購買基本方針はこちら
https://www.organo.
co.jp/company/buying/
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2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3

受注高（百万円） 65,501 77,873 76,485 74,041 88,049 103,838 104,986 94,563 135,698 173,491 144,468

売上高（百万円） 62,096 68,741 78,719 81,114 79,226 92,273 96,515 100,638 112,069 132,426 150,356

営業利益（百万円） 833 2,398 3,947 4,114 3,821 6,558 9,908 9,579 10,850 15,212 22,544

売上高営業利益率（%） 1.3 3.5 5.0 5.1 4.8 7.1 10.3 9.5 9.7 11.5 15.0

経常利益（百万円） 1,170 2,465 3,871 4,162 3,933 6,538 9,929 9,900 11,545 16,020 23,425

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 664 1,085 2,485 2,731 2,780 4,452 7,162 7,074 9,210 11,730 17,310

設備投資額※1（百万円） 358 334 603 903 644 635 965 1,015 3,387 1,466 1,855

技術研究費（百万円） 1,490 1,392 1,407 1,495 1,776 1,823 2,178 2,300 2,146 2,615 2,829

減価償却費（百万円） 1,065 999 950 950 972 920 1,189 1,212 1,332 1,824 2,010

純資産（百万円） 44,252 45,308 46,567 49,034 51,681 54,795 60,857 67,357 76,004 86,371 102,147

総資産（百万円） 76,852 83,609 94,795 95,405 96,036 101,257 101,448 115,011 130,506 164,854 182,703

有利子負債（百万円） 10,230 12,717 17,412 16,910 15,484 13,659 9,740 16,005 15,628 33,019 36,465

年間配当金※2,3（円／株） 8 8 9 11 53 73 104 114 160 62 102

一株当たり純資産（BPS）※2,3（円） 768.24 786.72 806.89 849.45 4,477.64 4,784.81 5,301.26 5,856.25 6,620.54 1,877.80 2,218.53

一株当たり当期純利益（EPS）※2,3（円） 11.53 18.85 43.17 47.44 241.50 388.48 626.05 616.72 802.69 255.77 376.92

自己資本比率（%） 57.6 54.2 49.0 51.3 53.7 54.0 59.9 58.4 58.1 52.3 55.8

自己資本当期純利益率（ROE）（%） 1.5 2.4 5.4 5.7 5.5 8.4 12.4 11.1 12.9 14.5 18.4

総資産経常利益率（ROA）（%） 1.4 3.1 4.3 4.4 4.1 6.6 9.8 9.1 9.4 10.8 13.5

連結配当性向（%） 69.4 42.4 20.8 23.2 21.9 18.8 16.6 18.5 19.9 24.2 27.1

※前年度1/1～当該年度12/31で集計した値
　Ex.） 2023年度　→　対象期間：2023/1/1～2023/12/31 

（単位：人） ■男性　■女性
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※1. 2020年度以降の設備投資額は、有形固定資産、無形固定資産等への投資を含んだ数値です。　※2. 2017年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を行っております。　※3. 2022年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき4株の株式分割を行っております。

財務情報

非財務情報（オルガノ株式会社単体）

コーポレートデータ
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（単位：百万円） （単位：百万円）

前連結会計年度
（2023年３月31日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 15,558

　　受取手形 1,026

　　売掛金 39,470

　　電子記録債権 2,826

　　契約資産 32,359

　　リース投資資産 9,853

　　商品及び製品 7,165

　　仕掛品 21,886

　　原材料及び貯蔵品 1,744

　　その他 4,891

　　貸倒引当金 △17

　　流動資産合計 136,765

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物 19,183

　　　　減価償却累計額 △13,104

　　　　建物及び構築物（純額） 6,078

　　　機械装置及び運搬具 6,582

　　　　減価償却累計額 △5,452

　　　　機械装置及び運搬具（純額） 1,129

　　　土地 12,296

　　　建設仮勘定 118

　　　その他 5,955

　　　　減価償却累計額 △4,784

　　　　その他（純額） 1,171

　　　有形固定資産合計 20,795

　　無形固定資産 949

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 2,430

　　　退職給付に係る資産 815

　　　繰延税金資産 2,673

　　　その他 596

　　　貸倒引当金 △171

　　　投資その他の資産合計 6,343

　　固定資産合計 28,088

資産合計　 164,854

前連結会計年度
（2023年３月31日）

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 20,904

　　電子記録債務 4,640

　　短期借入金 29,124

　　未払法人税等 3,014

　　契約負債 3,007

　　賞与引当金 1,594

　　製品保証引当金 548

　　工事損失引当金 512

　　役員株式給付引当金 105

　　その他 5,284

　　流動負債合計 68,738

　固定負債

　　長期借入金 3,895

　　繰延税金負債 91

　　退職給付に係る負債 5,511

　　その他 245

　　固定負債合計 9,744

　負債合計 78,483

純資産の部

　株主資本

　　資本金 8,225

　　資本剰余金 7,508

　　利益剰余金 69,002

　　自己株式 △613

　　株主資本合計 84,123

　その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金 539

　　繰延ヘッジ損益 △2

　　為替換算調整勘定 1,191

　　退職給付に係る調整累計額 317

　　その他の包括利益累計額合計 2,047

　非支配株主持分 201

　純資産合計 86,371

負債純資産合計 164,854

売上高 132,426
売上原価 97,449
売上総利益 34,976
販売費及び一般管理費 19,763
営業利益 15,212
営業外収益
　受取利息 35
　受取配当金 44
　為替差益 559
　持分法による投資利益 208
　その他 130
　営業外収益合計 978
営業外費用
　支払利息 159
　その他 10
　営業外費用合計 170
経常利益 16,020
特別利益
　固定資産売却益 5
　投資有価証券売却益 40
　子会社清算益 ―
　特別利益合計 46
特別損失
　固定資産売却損 0
　固定資産廃棄損 28
　投資有価証券売却損 1
　特別損失合計 31
税金等調整前当期純利益 16,035
法人税、住民税及び事業税 4,628
法人税等調整額 △357
法人税等合計 4,270
当期純利益 11,764
非支配株主に帰属する当期純利益 34
親会社株主に帰属する当期純利益 11,730

前連結会計年度

（　自 2022年４月１日　　
　 至 2023年３月31日　）

当連結会計年度
（2024年３月31日）

17,642

1,144

42,977

4,452

33,651

27,814

7,707

9,221

4,902

3,978

△23

153,469

19,526

△13,550

5,976

6,706

△5,828

877

12,304

148

6,557

△5,229

1,327

20,634

986

2,835

1,955

2,404

600

△183

7,613

29,233

182,703

当連結会計年度
（2024年３月31日）

19,842

2,839

34,065

3,605

3,920

1,890

1,686

83

107

4,561

72,602

2,400

59

5,344

149

7,953

80,555

8,225

7,508

82,907

△518

98,122

774

―

1,923

1,108

3,805

219

102,147

182,703

150,356
106,514

43,841
21,297
22,544

138
47

546
203
205

1,142

240
20

261
23,425

13
191

57
262

―
55
―
55

23,633
6,503
△205
6,298

17,334
24

17,310

当連結会計年度

（　自 2023年４月１日　　
　  至 2024年３月31日　）

当期純利益 11,764
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 104
　繰延ヘッジ損益 △2
　為替換算調整勘定 625
　退職給付に係る調整額 110
　持分法適用会社に対する持分相当額 0
　その他の包括利益合計 837
包括利益 12,602

（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 12,559
　非支配株主に係る包括利益 43

（単位：百万円）

17,334

232
2

748
792

2
1,777

19,112

19,068
43

当連結会計年度

（　自 2023年４月１日　　
　  至 2024年３月31日　）

前連結会計年度

（　自 2022年４月１日　　
　 至 2023年３月31日　）

連結包括利益計算書

連結損益計算書連結貸借対照表
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営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益 16,035
　減価償却費 1,824
　引当金の増減額（△は減少） 652
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 171
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △211
　受取利息及び受取配当金 △80
　支払利息 159
　為替差損益（△は益） △233
　子会社清算損益（△は益） ―
　持分法による投資損益（△は益） △208
　固定資産売却損益（△は益） △4
　固定資産廃棄損 28
　投資有価証券売却損益（△は益） △39
　売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △19,954
　リース投資資産の増減額（△は増加） 1,439
　棚卸資産の増減額（△は増加） △17,295
　仕入債務の増減額（△は減少） 664
　その他 1,666
　小計 △15,384
　利息及び配当金の受取額 93
　利息の支払額 △168
　保険金の受取額 71
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,147
　その他 ―
　営業活動によるキャッシュ・フロー △18,536
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 △1,205
　有形固定資産の売却による収入 5
　無形固定資産の取得による支出 △247
　投資有価証券の取得による支出 △301
　投資有価証券の売却による収入 73
　貸付けによる支出 ―
　貸付金の回収による収入 300
　その他 64
　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,309
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少） 19,138
　長期借入金の返済による支出 △1,900
　自己株式の取得による支出 △4
　配当金の支払額 △2,347
　非支配株主への配当金の支払額 △10
　その他 △170
　財務活動によるキャッシュ・フロー 14,706
現金及び現金同等物に係る換算差額 500
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,639
現金及び現金同等物の期首残高 20,198
現金及び現金同等物の期末残高 15,558

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 539 △2 1,191 317 2,047 201 86,371
当期変動額

剰余金の配当 △3,405
親会社株主に帰属する当期純利益 17,310
自己株式の取得 △2
自己株式の処分 97
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 234 2 731 790 1,758 17 1,776

当期変動額合計 234 2 731 790 1,758 17 15,776
当期末残高 774 ― 1,923 1,108 3,805 219 102,147

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 434 △0 575 208 1,218 168 76,004
当期変動額

剰余金の配当 △2,347
親会社株主に帰属する当期純利益 11,730
自己株式の取得 △4
自己株式の処分 125

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 104 △2 616 109 828 32 861
当期変動額合計 104 △2 616 109 828 32 10,366
当期末残高 539 △2 1,191 317 2,047 201 86,371

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,225 7,508 59,619 △734 74,617
当期変動額

剰余金の配当 △2,347 △2,347
　親会社株主に帰属する当期純利益 11,730 11,730

自己株式の取得 △4 △4
自己株式の処分 0 125 125
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 0 9,383 121 9,505
当期末残高 8,225 7,508 69,002 △613 84,123

前連結会計年度
（自 2022年４月１日　至2023年３月31日）

（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,225 7,508 69,002 △613 84,123
当期変動額

剰余金の配当 △3,405 △3,405
親会社株主に帰属する当期純利益 17,310 17,310
自己株式の取得 △2 △2
自己株式の処分 97 97
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 13,904 95 13,999
当期末残高 8,225 7,508 82,907 △518 98,122

（単位：百万円）
当連結会計年度

（自 2023年４月１日　至2024年３月31日）

前連結会計年度

（　自 2022年４月１日　　
　 至 2023年３月31日　）

23,633
2,010
1,111

64
△239
△186

240
△43
△57

△203
△13

55
△191

△4,825
△17,960

9,128
△3,721

814
9,614

198
△238

114
△5,965

3
3,726

△1,191
14

△456
△2
254

△30
―

△5
△1,415

4,676
△1,700

△2
△3,405

△25
△184
△641

415
2,084

15,558
17,642

当連結会計年度

（　自 2023年４月１日　　
　  至 2024年３月31日　）

連結株主資本等変動計算書 連結キャッシュ・フロー計算書
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開発センター

つくば工場

いわき工場

本社証券会社
1.5%

自己株式
0.7%

国内法人
46.4%

外国人
23.8%

個人
11.8%

金融機関
15.8%

所有者別
株式分布状況

株式の状況（2024年３月31日現在）

発行可能株式総数 101,568,000株
発行済株式総数 46,359,700株
 （自己株式338,284株を含む。）
株主総数 11,499名

会社概要（2024年3月31日現在）

商号 オルガノ株式会社 
  （英文 ORGANO CORPORATION）

創業 1946年5月1日

資本金 8,225,499,312円

代表者 代表取締役社長　山田 正幸

従業員数 連結2,512名（単体1,142名）

事業内容  当社は総合水処理エンジニアリング会社として、イオン交換樹脂、分離膜、
活性炭等を使用する各種用排水処理装置の製造、販売、メンテナンス 
および水処理アウトソーシング受託ならびに各種薬品、食品加工材の 
販売を主な事業としております。

ホームページのご案内
当社の詳細については、ホームページをご覧ください。
https://www.organo.co.jp/
有価証券報告書
https://www.organo.co.jp/ir/report2/
IRメールニュースサービス
https://www.organo.co.jp/ir/mail-news/

（注） １. 持株比率は自己株式（338,284株）を控除して計算しております。 
 ２.  自己株式には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式

77,240株（役員向け株式交付信託分）は含めておりません。

※当社は、2024年４月１日付にてオルガノエコテクノ株式会社を吸収合併いたしました。

株主名
持株数

（千株）
持株比率
（%）

東ソー株式会社 20,379 44.28
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,528 7.67
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,760 3.83
ＫＢＣ ＢＡＮＫ ＮＶ ‒ ＵＣＩＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ 843 1.83
ＤＺ ＰＲＩＶＡＴＢＡＮＫ Ｓ．Ａ． ＲＥ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴＦＯＮＤＳ 646 1.40
野村信託銀行株式会社（投信口） 614 1.33
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５２２３ 515 1.12
株式会社みずほ銀行 464 1.01
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ‒ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 398 0.87
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５７８１ 361 0.79

大株主（上位10名）

主要事業所
本社 〒136-8631　東京都江東区新砂1丁目2番8号
開発センター  〒252-0332　神奈川県相模原市南区西大沼4丁目4番1号
つくば工場  〒300-2646　茨城県つくば市緑ヶ原2丁目3番（つくばテクノパーク豊里）
いわき工場  〒970-1144　福島県いわき市好間工業団地1番66
北海道支店  〒060-0907　北海道札幌市東区北7条東5丁目8番37号（オルガノ北海道ビル）
東北支店  〒980-0014　宮城県仙台市青葉区本町1丁目11番1号（HF仙台本町ビルディング）
関東支店  〒136-8631　東京都江東区新砂1丁目2番8号
中部支店  〒464-0075　愛知県名古屋市千種区内山3丁目7番3号（NTPプラザ千種内山）
関西支店  〒564-0053　大阪府吹田市江の木町1番6号（関西オルガノビル）
中国支店  〒732-0827　広島県広島市南区稲荷町2番14号（和光稲荷町ビル）
九州支店  〒810-0012　福岡県福岡市中央区白金1丁目4番2号（オルガノ九州ビル）

オルガノプラントサービス株式会社 〒136-0075　東京都江東区新砂1丁目2番8号

オルガノフードテック株式会社 〒340-0121　埼玉県幸手市上吉羽2100番地43

オルガノエコテクノ株式会社※ 〒136-0075　東京都江東区新砂1丁目2番8号

オルガノアクティ株式会社 〒136-0075　東京都江東区新砂1丁目2番8号

株式会社ホステック 〒392-0015　長野県諏訪市中洲4780番地4

東北電機鉄工株式会社 〒998-0064　山形県酒田市大浜1丁目4番57号

国内グループ会社

Organo （Asia） Sdn.Bhd.
No.49, Jalan Bagan Terap 26/11, Seksyen 26, 40400 Shah Alam, Selangor Darul  
Ehsan, MALAYSIA

Organo （Suzhou） Water 
Treatment Co., Ltd.

No.28 Sheng gang Rd. Suzhou Industrial Park, Suzhou 215126, CHINA

Organo Technology Co., Ltd. 10F, No.158, Sec.2, Gongdao 5th Rd., Hsinchu City 300, TAIWAN R.O.C.

Organo （Thailand） Co.,Ltd.
89/1 Kasemsap Building, 6th Floor Viphavadi Rangsit Rd., Chom Phon Chatuchak Bangkok 
10900, THAILAND

PT Lautan Organo Water Graha Indramas 5th Floor, Jl. AIP Ⅱ K.S. Tubun Raya, No.77, Jakarta 11410, INDONESIA

Organo （Vietnam） Co.,Ltd.
THUY LOI 4 OFFICE BUILDING, Floor 3, 102 Nguyen Xi street, Ward 26, Binh Thanh District, 
Ho Chi Minh City, VIETNAM

Organo USA, Inc. 23040 N 11th Avenue, Suite 107 Phoenix, AZ 85027, United States

海外グループ会社

会社情報 ネットワーク（国内/海外）

コーポレートデータ

MSCI

※ オルガノのMSCIインデックスへの組み入れおよびMSCIのロゴ、商標、サービス 
マークまたはインデックス名の使用は、MSCIまたはその関連会社によるオルガノ 
への後援、宣伝、販売促進には該当しません。MSCIの独占的所有権であるMSCI
およびMSCIインデックス名、ロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくは 
サービスマークです。

JPX日経インデックス400

外部からの評価・指数への採用

CDPS&P/JPXカーボン・
エフィシェント指数
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〒136-8631 東京都江東区新砂1-2-8
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